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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

近年,社 会経済の発展,国 民生活の向上 とともに情報の果たす役割が飛躍

的に高まってきており,情 報流通の主要な担い手である電気通信はますます

重要なものとなってきている。

我が国の電気通信は,電 子通信技術の急速な進歩により高度な発展を遂げ

てお り,今 日では世界の トップレベルに達しているが,電 気通信に対する国

民のニーズは強 く,こ れにこたえるため,新 しい技術やシステムの研究開発

が積極的に進められている。

まず,電 気通信,情 報の高速処理を支える基礎技術 として大規模集積回路

の研究開発が進められてお り,コ ンピュータ,通 信機器等の飛躍的な小型 ・

軽量化,高 信頼化及び高速化が可能 となるとともに省電力化が図れることと

なる。その他,高 速かつ低消費電力のジ ョセブソン素子,薄 膜磁性体の三元

合金薄膜を用いた高密度 ・大容量メモ リとしての光磁気デ ィスクの研究開発

が進められてお り,音 声や文字を用いてコンビ晶一タ等への入出力を可能 と

するパターン情報処理の研究開発も進められている。

広範な先端的技術の結集によって構成されるシステムの一つである宇宙通

信の分野では,我 が国初の実用通信衛星であるCS-2a及 びCS-2bが

昭和58年2月 及び8月 に,ま た我が国初の実用放送衛星BS-2aが59年1

月に打ち上げられ,多 様な利用目的に応 じた宇宙開発が実現されつつある。

その他,航 空 ・海上衛星技術等の研究開発や衛星利用パイ ロット計画等が推

進されている。

電磁波有効利用技術の分野では,有 限の資源である周波数の開発 と利用効

率向上のため,ミ リ波帯か ら光領域までに及ぶ未利用周波数帯の実用化の研
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究や既に利用されている周波数帯における新 しい通信方式,周 波数共用技術

に関する研究が行われ,26GHz帯 加入者無線方式,40MHz帯 ラジオ ・ブイ

等示実用化された。

放送の分野では,テ レビジョン多重放送の研究開発のほか,隣 接放送局で

同一の周波数を使用するテレビジョン 同期 放 送,高 精細度テレビジョン放

送,放 送衛星を利用した有料方式の研究開発及び非常災害時の情報伝達のた

めの緊急警報放送システムの実用化へ向けての検討が進められている。

次に,有 線電気通信分野では,大 量の情報を高速に伝送するためのデ ィジ

タル伝送方式,デ ィジタル交換技術等の研究開発が行われている。特に,光

ファイバケーブル伝送方式は実用化の段階を迎えてお り,単 一モー ド光ファ

イバヶ一ブルを利用した 日本縦貫ディジタル伝送路の建設が59年度末完成へ

向けて進められている。

画豫通信の分野では,ビ デオテックス通信(キ ャプテン)が 実用化され,

ディジタル網を利用するファクシミリ通信,テ レテ ックス通信等の実用化へ

向けての検討が進められている。

本章では,こ のような電気通信に関する技術及びシステムの研究開発につ

いて,我 が国の関係研究機関等において進められている主なものを以下に述

べることとする。

これ らの研究開発を行っている郵政省関係の機関としては,次 のものがあ

る。

郵政省には電波研究所があ り,そ の規模 としては研究者257名(58年 度末

現在。以下同じ。),58年 度予算は約43億 円である。電電公社には,研 究開発

本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城及び厚木の各電気通信研究所があ り,研

究者総数2,970名,58年 度予算約910億 円となっている。NHKに は,総 合技

術研究所及び放送科学基礎研究所があ り,両 所合わせて研究者349名,58年

度予算約50億 円である。国際電電研究所は,研 究者176名,58年 度研究費約

99億 円である。

一方 ,研 究機関では ないが,郵 政省の審議会として 電波技術審議会があ
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り,23名 の委員及び188名 の専門委員によって,電 波の規律に必要な技術に

関する事項について調査審議が行われている。また,電 気通信審議会技術部

会においては7名 の委員及び12名 の専門委員によって電気通信に関する事務

(電波及び放送の規律に関するものを除 く。)の うち,技 術的事項について調

査審議が行われている。

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,コ ンビ晶一タ,通 信機器等電気通信技術全般にわたる

各種装置の小型 ・軽量化,高 機能化,経 済化,高 信頼化に大きく貢献するこ

とが期待され,そ の高集積化のための研究開発が進められている。現在,256

kbLSIメ モ リの情報処理装置への導入が進んでお り,さ らに,電 電公社に

おいては,4Mb以 上の大容量メモ リの開発が進められている。また,50K

ゲー ト規模のプロセ ッサ等の開発が進められ るとともに,デ ィジタル通信用

諸装置への適用を目的とした通信制御用LSI,フ ァイル制御用の論理LSI

等の導入が進められている。

加工技術としては,電 電公社において最小パターン幅0.5μmの 微細化プ

ロセスに適した電子 ビーム露光技術及び素子 ・回路設計製作技術の高度化 ・

自動化等の研究が進められ,超LSIプ ロセス技術の確立を図っている。

また,0.5μm以 下のパ ターン形成のために,シ ンクロ ト目ン放射光を用

いたパターン転写装置の研究も進められている。

2ジ ョセ フ ソン素 子

ジョセブソン素子は,従 来の半導体素子よりも格段に高速かつ低消費電力

という高性能が期待され,コ ンピュータ等の高速処理化に大きく貢献するこ

とが予測されるため,素 子製作技術,高 密度化技術等の研究が進められてい
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る。

電電公社においては1kbメ モ リの試作が行われ,集 積化技術の検討が進

められている。また,演 算回路についても16ビ ット加算回路の基本要素が試

作され,超 高速 コンピュータの実現を目指 して回路設計,製 作技術及び実装

技術の研究開発が進められている。

3薄 膜磁性体

薄膜磁性体は,不 揮発性メモリを実現できるとい う磁性体特有の性質のほ

か,集積化や大面積化等の点で製造性に優れてお り,また高密度記録及び高速

動作が可能なことから,早 くか らメモリ用材料としての研究が行われている。

国際電電では,光 で記録再生する光磁気 メモ リが将来の高密度大容量メモ

リとして期待できることから,そ の実現のため大面積で均一な高性能記録媒

体の開発が進められ,記 録媒体の性能向上 とともに,ラ ンダムアクセスに必

要な溝付ディスク媒体や光学ヘッドの小型化に重点を置いて開発が進められ

た。

58年度は,記 録媒体 として,新 しくテルビウム ・鉄 ・コバル トを開発 し,

5MHzの 記録再生速度でC/N値 として50dB以 上を達成できた。また,記

録密度も1cm2当 た り40Mbが 可能となったほか,ビ ット誤 り率は10-10以

下が可能とな り,100万 回以上の繰 り返し記録 ・消去が可能であることが確

認された。

これらの結果を踏まえて,デ ィジタル信号で画像情報や音声情報の入出力

実験を行い,大 容量の画像や音声ファイルメモリとして実用可能であること

が確認された。さらに,将 来はコンピュータ等に使えるデ ィジタル符号メモ

リの実用化のため,媒 体の信頼性向上のための研究開発が進められている。

4パ ターン情報処理

コンピュータの入出力や交換機への信号送出を人間の自然なコミ凸ニケー

ション手段である音声や文字を用いて可能 とするためのパターン情報処理の
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研究が進められている。

電電公社においては,音 声認識の方法 として,入 力された音声の周波数ス

ペ クトルパターンを標準パターンと比較分析し,単 語を識別す る方式が研究

されている。研究は特定話者認識法から不特定話老認識法,さ らに,単 語の

認識から連続的に発声される言葉の認識へと進展 している。

音声合成については,従 来のパーコール方式よりも更に少ない情報か ら音

を合成するLSP(LineSpectrumPair)方 式が採用 されている。また,漢

字 ・かな混 りの日本語テキス トを解析 して,読 みやアクセン ト,イ ン トネー

ションを付与 し,人 間のように朗読する装置を実現するための研究が行われ

ている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識法が開

発され,現 在は,活 字漢字,手 書き漢字の認識技術及びファクシミリ入力の

文字認識技術が急速に進歩 しつつある。文字の識別方法 としては,低 品質の

印刷文字読取 りに適した位相特徴分布法が開発され,印 刷漢字認識装置への

適用が進められているほか,筆 跡の順序に着 目したオンライン手書き漢字認

識装置の開発 も進められている。

第3節 宇宙通信 シス テム

1宇 宙通信の現状

(1)国 内 動 向

ア.宇 宙開発体制

我が国の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が行 う総合的な企画調整に基づき,

郵政省,科 学技術庁,文 部省,通 商産業省,運 輸省等関係各省庁が推進 して

おり,科 学衛星の開発については,文 部省宇宙科学研究所が実施 し,実 利用

分野については,字 宙開発事業団が,国 立試験研究機関及び電電公社,NH

K等 の関係機関の協力を得て開発を実施 している。
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宇宙開発委員会が53年3月 策定した 「宇宙開発政策大綱」は,そ の後の我

が国の宇宙開発をとりまく国内外の諸情勢の変化を踏まえ,よ り現実的なも

のとなるよう見直しを行い,59年2月 に改訂された。

現在における具体的な宇宙開発活動は,宇 宙開発委員会が宇宙開発に関す

る内外の情勢,宇 宙開発政策大綱の趣旨,国 内の研究及び開発の進ちょく状

況,宇 宙の利用に関する長期的な見通 し等を踏まえて,毎 年度 に 策定 す る

「宇宙開発計画」に従って進められている。

イ.科 学分野の開発

宇宙科学研究所は,45年2月 に我が国初の人工衛星 「おおすみ」を打ち上

げて以来,各 種の科学衛星計画を進めている。同研究所では,53年9月 に打

ち上げた第6号 科学衛星(EXOS-B「 じきけん」),54年2月 に打ち上げた

第4号 科学衛星(CORSA-brは くちょう」),56年2月 に打ち上げた第7号

科学衛星(ASTRO-A「 ひのとり」),58年2月 に打ち上げた第8号 科学衛

星(ASTRO-B「 てんま」)及 び59年2月 に打ち上げた第9号 科学衛星(E

XOS-C「 おおそら」)の 運用を行ってお り,電 子密度,粒 子線 プラズマ

波,X線 等各種宇宙観測に多大の成果を上げている。

ウ.実 利用分野の開発

宇宙開発事業団は,実 利用の分野における人工衛星開発,ロ ケット開発及

び打上げを行 ってお り,各 種の実用衛星 システムの実現に不可欠な基礎技術

を確立す るため,N-1ロ ケットにより50年9月 に技術試験衛星1型(ETS

-1「 きく」)を 打ち上げたのをはじめ,電 離層観測衛星(ISS「 うめ」及び

ISS-b「 うめ2号 」),我が国初の静止衛星 となった技術試験衛星H型(ETS

-H「 きく2号 」)及 び大電力を必要とする人工衛星等 に 共通な技術の開発

能力を高めるなどのための技術試験衛星皿型(ETS一 皿 「きく4号 」)を 打

ち上げた。

また,本 格的実用衛星の開発を 目指し,52年 か ら53年にかけて米国航空宇

宙局(NASA)の 協力を得て,静 止気象衛星(GMsrひ まわ り」),実験用中

容量静止通信衛星(CS「 さくら」)及 び実験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)
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を デルタ2914型 ロケ ッ トに よ り打ち上げ,そ れぞれ所定の静止軌道 に投入す

ることに成功 した。

これ らの衛星は,宇 宙開発事業団,気 象庁,郵 政省電波研究所,電 電公社

及びNHKに よ り運用 され,人 工衛星の開発,打 上げ,利 用に関す る基礎技

術の習得等においてほぼ所期 の成果を上 げてい る。

さらに,我 が国の打上 げ能力の向上を図 るため,N-1ロ ケ ッ トを改 良大

型化 したN-Hロ ケ ッ トを開発 し,こ の初号機に よ り56年2月 に技術試験衛

星IV型(ETS-IV「 き く3号 」),56年8月 には同 じ くN-Hロ ケ ッ ト2号 機

に よ り静止気象衛星2号(GMS-2「 ひ まわ り2号 」),58年2月 にはN-

Hロ ケ ッ ト3号 機 に よ り通 信衛 星2号 一a(CS-2arさ く ら2号 一a」),58

年8月 にはN-Hロ ケ ッ ト4号 機 に よ り通信衛星2号 一b(CS-2b「 さ く

ら2号 一b」),さ らに59年1月 にはN-Hロ ケ ッ ト5号 機に よ り放送衛星

2号 一a(BS-2a「 ゆ り2号 一a」),59年8月 にはN-Hロ ケ ッ ト6号

機に よ り静止気象衛星3号(GMS-3「 ひ まわ り3号 」)が 打ち上げ られた。

エ.今 後の動 き

今後の宇宙開発は科学 研究 分野においては,第10号 か ら第12号 ま での科学

衛星の開発を行 う一方,実 利用 の分野においては,放 送衛星2号 一b(BS

-2b)
,海 洋 観測衛星1号(MOS-1),技 術 試験 衛星V型(ETS-V),通

信 衛星3号(CS-3a,3b)及 び 放送衛星3号(BS-3a,3b)の 開 発を

進め るとともに,地 球 資源 衛星1号(ERS-1)の 開 発研究を行 っている。

「おおすみ」の打上げ以来,十 余年を経 過 した我が国 の宇宙開発 は,科 学研

究及び実利用 の両分野にわた って着実な進展を遂げ,今 や人工衛星 打上 げの

ため の基礎技術の確立 の段階か ら多様な利用 目的 に基礎を置い た宇宙 開発を

展開す る段階に入 りつつあ る(第2-7-1表 及 び第2-7-2表 参 照)。

特 に,通 信 ・放送分野では,第2世 代 の実用通信衛星CS-3及 び実 用放

送衛星BS-3の 利 用方法 について検討が進め られて お り,将 来 は民間企業

が通信衛星 を購入 して電気通信事業 を行 うことも考え られ る。 さらに,通 信

衛星 は,マ ルチ ビームアソテナ,サ テ ライ ト・スイ ッチ等 の高 度な衛星通信
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区 別

宇

宙

開

発

事

業

剛

実

績

衛 星
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「きく」

電離層観測衛星
(ISS)
「うめ」

ミ ッ シ ョ ン

ロケット打上げ技術の確認,衛 星追跡

管制技術の習得,伸 展アンテナの伸展実験等

電離層の臨界周波数の世界的分布,電
波雑音源の世界的分布等の観測

技術試験衛星H型 静止軌道への投入技術の習得,軌 道姿
(ETS-H)
「き く2号 」

勢の測定及び保持技術の習得,衛 星搭
載機器の性能試験等

静止気象衛星(
GMS)
「ひまわ り」

実験用中容量静止
通信衛星(CS)
「さ くら」

電離層観測衛星
(ISS-b)
「うめ2号 」

実験用中型放送衛
星(BS)
「ゆ り」
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宇

宙
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発
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団

実
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画

衛 星

技術試験衛星IV型
(ETS-IV)
「きく3号 」

静止気象衛星2号
(GMS-2)
「ひまわ り2号 」

技術試験衛星皿型
(ETS一 皿)
「きく4号 」

通 信 衛 星2号 一a

(CS-2a)
「さ く ら2号 一a」

通 信 衛 星2号 一b

(CS-2b)
「さ く ら2号 一b」

放 送 衛 星2号 一a

(BS-2a)「ゆ
り2号 一a」

ミ ッ シ5ン

Nロ ケ ットエ[型の性能確認,宇 宙機器

に関する搭載実験等

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

大電力を必要とする人工衛星等に共通
な技術の開発,宇 宙機器に関する搭載
実験等

通信衛星に関する技術開発,通 信需要
に対処

〃

放送衛星に関す る技術開発,テ レビジ
ョン放送の難視聴解消等

灘 繍 驚 関… 一 気象業務

放送衛星2号 一b
(BS-2b)

BS-2aに 同 じ

重 量

(kg)

638

296

385

347

347

356

約300

約350

軌 道

形状博 ㎞則 轡

長だ円
220

35,820
28.5

静 止 軌 道
(東経140。)

だ円
970

1,230
45

静 止 軌 道
(東経132。)

静 止 軌 道
(東経136。)

静 止 軌 道
(東経110。)

静 止 軌 道
(東経140。)

静 止 軌 道

(東経Uo。)

打 上 げ

ロ ケ ッ}

N-H

〃

N-1

N-H

〃

〃

〃

〃

1打 上 げ

§
時 期1

56.2.11黙

卜o

56.8.11[》

57.9.3響

58.2.4

58.8.6

59,1.23

59.8.3

60年 度



宇

宙

開

発

事

業

団

計

画

測地実験機能部

(H-1ロ ケ ット性能確認用ペイロードの一部)

(

アマチュア衛星

(∫AS-1)

〃 )
海洋観測衛星1号(
MOS-1)

技術試験衛星V型(
ETS-V)

通信衛星3号 一a
(CS-3a)

H-1ロ ケ ットの性能確認,日 本測地

原点の確立,離 島位置の決定等..

複数衛星打上げに関する基礎実験,ア
マチュア無線の中継

海洋面の色及び温度を中心とした海洋
現象の観測,地 球観測のための人工衛
星共通技術の確立

静止三軸衛星パスの基盤技術の確立,
次期実用衛星開発に必要な自主技術の蓄
積,航 空機の洋上管制, 船舶の通
信,航 行援助,捜 索救難等のための移
動体通信実験

CS-2に よる通信サービスの継続,
増大する通信需要に対処,通 信衛星に
関する技術開発

約675

約50

約750

約550

約550

円

〃

〃

1,500

1,500

900㎞

太陽同期

50

50

99

静 止 軌 道

〃

H-1
2段 式

試験機

〃

N-■

H-1
3段 式

試験機

H-1

60年 度

60年度

61年 度

62年 度
"

通信衛星3号 一b(
CS-3b)

〃

放馨 嵩・臨 量縫 灘 糞謙

約550

約550

〃

〃

"

〃

62年 度

踊1
63年 度

o

放送衛星3号 一b
(BS-3b)

〃 約550 〃 〃

63年 度

65年 度 1

8
ゆ

】



第2-7-2表 科学研究分野の人工衛星

区 別

宇

宙

科

学

研

究

所

実

績

衛 星

「おおすみ」

試 験 衛 星
(MS-Tl)
「たんせい」

第1号 科学衛星
「しんせい」

第2号 科学衛星
(REXS)
「でんば」

試 験 衛 星

(MS-T2)「
たんせい2号 」

第3号 科学衛星(
SRATS)
「たいよう」

試 験 衛 星(
MS-T3)
「たんせい3号 」

ミ ッ シ ョ ン

衛星打上げ技術の習得と衛星について
の工学的試験

軌道投入後の衛星環境及び機能試験

電離層,宇 宙線 短波帯太陽雑音等の
観測

プラズマ波,プ ラズマ密度,電 子粒子

線,電 磁波,地 磁気等の観測

ロケットの特性測定 と衛星についての

工学的試験

太陽軟X線 太陽真空紫外放射線,紫
外地球コロナ輝線等の観測

ロケ ットの特性測定と衛星についての

工学的試験

重 量

(㎏)

24

63

66

75

56

86

129

軌 道

形 状1藁㎞馴 轡

だ円

〃

〃

〃

〃

"

〃

350

5,140

990

1,110

870

1,870

250

6,570

290

3,240

260
3,140

790

3,810

31

30

32

31

31

32

66

打 上 げ

ロケ ッ ト

L-4S

M-4S

ノ'

〃

M-3C

〃

M-3H

i

8
み

1
打 上 げ

時 期 黙
bσ

45.2.11

46.2.16

46.9.28

47.8.19

49.2.16

50.2.24

52.2.19



宇

宙

科

学

研

究

所

実

績

第5号 科学衛星
(EXOS-A)
「きょっこう」

第6号 科学衛星(
EXOS-B)
「じきけん」

第4号 科 学 衛 星

(CORSA-b)
「をまくち ょ う」

試 験 衛 星
(MS-T4)
「たんせい4号 」

第7号 科学衛星
(ASTRO-A)「
ひのとり」

第8号 科学衛星

(ASTRO-B)「
てんま」

粒子加速装置を
用いた宇宙科学
実験装置
(SEPAC)

第9号 科学衛星
(EXOS-C)
「おおそら」

プラズマの密度 ・温度 ・組成 ・電子エ
ネルギー分布,地 球 コロナ分布等の観
測,オ ーロラの紫外線撮像

電子密度,粒 子線 プラズマ波等の観
測

X線 星,X線 バース ト,超 軟X線 星雲

等の観測

ロケットの特性測定 と衛星についての

工学的試験

太陽硬X線 フレヤの2次 元繰,太 陽粒

子線,X線 パース ト等の観測

X線 星,X線 銀河,γ 線バース ト,軟
X線 星雲等の観測

ナーロラの発光機構,プ ラズマ中の荷

電粒子の運動,電 磁波動の励起等の解
明第
一次スペースラブ計画に参加

中層大気の地球環境に及ぼす影響の究
明及び大西洋上の電離層プラズマ特異現象解
明

126

90

96

185

188

2正6

210

だ円

長だ円

だ円

〃

〃

略円

だ円

630

3,970

220

30,100

550

580

520

610

580

640

500

350

870

65

31

30

39

31

32

75

M-3H

〃

M-3C

M-3S

〃

〃

ス ペ ー ス

シ ヤ トル

(米)

M-3S

53.2.4

53.9.16

54。2.21

55.2.17日

56.2.21差 叢

58.a20メ
圃1

θ

58.1L28≧ 管

59。2.141

8
の

i



区 別

宇

宙

科

学

研

究

所

計

画

衛 星

試 験 衛 星

(MS-T5)

第10号 科学衛星
(PLANET-A)

第11号 科学衛星
(ASTRO-C)

第12号 科学衛星
(EXOS-D)

ミ ッ シ ョ ン

M-3S■ の 性能確認,プ ラズマ,ハ
レーすい星の予備観測等

惑星間プラズマ,ハ レーすい星の紫外
領域における観測研究

活動銀河の中心核のX線 源,X線 天体
の精密な観測

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加
速機構及びオーロラ発光現象等の精密
観測

重 量

(kg)

135

135

400

300

軌 道

形 状 藁㎞劉 轡

太 陽 周 回

〃

略円

長だ円

500

400

10,000

31

準極軌道

打 上 げ

ロケ ッ ト

M-3SH

"

ノ'

〃

1

打 上 げ §
1時 期

59年 度N

60年 度

61年 度

63年 度
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12GHz帯 を 使用 しユ ーザが直接,衛 星に アクセス して 高速デ ィジタル通信

を行 うためのSBS衛 星 の各 シ リーズが打ち上げ られ てきた。

また,1983年 に はテルス ター衛星,ギ ャラクシー衛星,TDRS衛 星 が打ち

上 げ られ,Gス ター衛星,ス ペ ースネ ット衛星等が計画 されている。

衛 星放送 に関しては,12GHz帯 を使用す る直接衛星放送 も計画 され てい

る。

エ。 ソ 連

ソ運では,1/0.8GHz帯,4.1/3.4GHz帯 又 は6/4GHz帯 を 使用 する周回

軌道のモル ニア衛星及び6/4GHz帯 を使 用す るラ ドガ衛星,ゴ リゾン ト衛星

に よる通信サー ビスが行われてお り,700MHz帯 を使用す るエ クラン衛星 に

より共同受信のための放送 が行われてい る。

また,ソ 連,東 欧等13か 国 の加盟す る国際通信 のための組織 としてイ ンタ

ースプー トニクがあ るが,こ れ には ソ連 の ゴリゾン ト衛星 が使用 されてお

り,電 話やテ レビジ ョン等 の通信サ ー ビスが行われている。

オ.カ ナ ダ

カナダは,世 界に先駆け1972年 に 国内衛星通信 システ ムの運用 を 開始 し

た。1970年 代 に打 ち上げ られた6/4GHz帯 を 使用 するアニ クA衛 星3機 及び

6/4GHz帯 と14/12GHz帯 を使用す るアニクB衛 星1機 に加 え,1982年 か ら

6/4GHz帯 を 使用す るアニクD衛 星2機 及び14/12GHz帯 を使用す るアニク

C衛 星2機 を打 ち上げている。

カ,そ の 他

イン ドネシアでは,1976年 か ら6/4GHz帯 を使用す るパ ラパA衛 星2機 を

用 いた通信衛星 システ ムを運用 してお り,そ の中継器の一 部を フィリピン,

マ レイ シア,タ イに賃貸 している。 また,1983年6月 には6/4GHz帯 を 使用

す る次世代 のパ ラパBを 打ち上げた。

イン ドは,1982年 に インサ ッ ト1A及 び1983年 に インサ ッ ト1Bを 打 ち上

げてい る。

キ。地 域 通 信
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技 術を用いた大型 ・大 容量 の衛星 となる もの と予想 され るため,大 型 ロケ ッ

ト(2t級),大 型 三軸 静止 衛星 ・ミス,搭 載通信機器等 につ いて,関 係機 関に

おいて研究が行われている。

(2)国 際 動 向

ア.イ ソテルサ ッ ト

イ ンテルサ ッ トでは,6/4GHz帯 を 使用す るIV号 系衛星(電 話4,000チ ャ

ンネル及びテ レビジ ョン2チ ャンネル)及 びIV号A系 衛星(電 話6,000チ ャ

ンネル及びテ レビジ ョン2チ ャンネル),そ して新 たに14/11GHz帯 も使用

す るV号 系 衛星(電 話12,000チ ャ ソネル及びテ レビジ ョン2チ ャンネル)が

導入 されてい る。 さらに,V号 系衛星の 改良型 であるV号A系 衛星(電 話

14,000チ ャ ンネル及びテ レビジ ョソ2チ ャンネル)も1984年 か ら打 ち上 げら

れ る予定であ る。サ ー ビスに関 しては従 来の電話及び テ レビジ ョン伝送 のほ

か に,小 型 アンテナ設 備で衛星に直接 ア クセ スし,デ ィジタル方式 に よ りテ

レコンフ ァレンス,画 像,音 声,デ ータの各種情報を統合 的に提供す るビジ

ネス衛星通信 サー ビス等の新 しいサ ー ビスが拡充 され てい くこととな る。

今後,更 に増大す る トラ ヒックに対処す るため,1986年 に は,VI号 系 衛星

(電 話33,000チ ャンネル及び テ レビジ ョン4チ ャンネル)が 打 ち上 げ られる

予定 とな っている。VI号 系衛星 は,6/4GHz帯 及 び14/11GHz帯 を使用 し,

6/4GHz帯 で は6重 の周波数再利用 を行 うほか,新 たにSS/TDMA(衛 星交

換時分割多元接続)方 式 が導入 され る予定 である。

イ.イ ンマルサ ット

インマルサ ッ トでは,コ ムサ ッ ト・ジ ェネ ラル社のマ リサ ッ ト衛星,欧 州

宇宙機 関(ESA)の マ レックス衛星及び イ ソテルサ ットV号 系衛星 に搭載 さ

れた海事通信サ ブシステ ム(MCS)を リースし,大 洋上を航行す る船舶 と陸

との間で電話,テ レックス等の通信サ ービスを行 ってい る。

ウ,米 国

米国では,1974年 以 来,6/4GHz帯 を 使用 し電話や テ レビ伝送等を行 うた

めの ウェス ター衛星,サ トコム衛星,コ ムスター衛星,そ して1980年 に14/
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ヨーロッパでは,欧 州電気通信衛星機構(ユ ーテルサット)が 設立されて

お り,1983年 に14/11GHz帯 を使用する通信衛星ECS-1を 打ち上げた。

ク.国 際電気通信連合

国際電気通信連合(ITU)は,1963年 以来,宇 宙通信に関連する規定の整

備を行ってきている。

1979年 に開催された世界無線通信主管庁会議(WARC-79)に おいては,

宇宙通信に関する技術基準,周 波数分配表等が従来のものから大幅に改正さ

れた。また,放 遂衛星の軌道位置及び周波数の割当計画は,ア ジア,ア フリ

カ及び ヨーロッパ地域に関して1977年 の世界無線通信主管庁会議(WARC-

BS)に おいて作成されてお り,南 北アメリカ地域に関しては1983年 夏に開

催 された地域無線通信主管庁会議(RARC-83)に おいて作成された。

主要な通信 ・放送衛星の静止軌道配置は,第2-7-3図 のとお りで あ

る。

2実 験用通信衛星の運用

実験用中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)を 用いた実験は53年5月15

日に開始されて以来5年 以上の期間にわた り,電 波研究所 と電電公社の緊密

な連携により宇宙開発事業団の協力を得て,円 滑に実施され多大な成果が収

められた。

CSは 現在もなお良好に動作 してお り更に長期にわたって実験を継続する

ため,57年1月 をもって衛星の南北軌道制御を停止し,衛 星の燃料消費の低

減を図っている。 このため衛星の軌道傾斜角は年間約0.8度 の割合で増大し

ており,57年 度後半からは,こ のような条件における衛星の運用管制実験,

搭載通信機器の特性測定実験,小 型地球局用の簡易なアンテナ追尾技術に関

する実験等を中心に実施している。
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第2-7-3図

論

主要な通信 ・放送衛星の静止軌道上配置

(58年度末現在)

90。W

インタ
4易
ツ

や レ ック

え

ン!フ ォニー サ ッ ト

oo一 イ ンテル サ ッ トー●

ほ
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アリサット攣 イ・勉 縄

♂ 轟磁
、贈 喜爺 唱%

潔離
1
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180。マリサ・ト匂 イ・テルサ
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、

へqg

90。E

3衛 星通信の研究

(1)通 信 方 式

58年2月 及び同年8月 にはCS-2a,2bが 打ち上げられ,我 が国の国内衛

星通信も実用の段階に入った。CSを 利用した各種通信実験,伝 搬実験,管制

実験の成果はCS-2に 反映されている。例えば,30/20GHz帯 の装置技術

や高速TDMA技 術等の成果は,電 電公社が自ら局間中継回線や臨時回線の

作成に衛星通信回線を58年5月 か ら実運用することなどに反映されている。

通信方式 として主に電話はTDMA方 式,テ レビ伝送はFM方 式を用いて
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いる。

小容量通信に関しては,CS実 験では1～2mの 小型アンテナを開発し,

主 としてSCPC(SingleChannelPerCarrier)方 式により電話,フ ァクシミ

リ,コ ンピュータ ・ネ ットワーク等の実験を行い,そ の一部は車載化し,防

災訓練等に参加してその有用性を確認 してきた。これらの小容量通信システ

ムは,国 鉄,電 気事業連合会等の公共機関がCS応 用実験での実績を下に小

型アンテナを持つ実用衛星通信システムを構築 し,実 運用に入っている。

(2)管 制

電波研究所鹿島支所では,CS,カ ナダの電離層観測衛星ISIS-1及 びH

の運用並びに衛星管制技術に関する調査,研 究を行 うとともに,宇 宙科学研

究所のEXOS-Cの 打上げ時の追跡を行った。

CS関 係では,衛 星状態の監視,コ マン ド送信,測 距等の定常業務のほか,

1局 の測距データと20GHz帯 での自動追尾アンテナの角度データを用いた

軌道決定実験及び自動追尾アンテナの角度データの変化から制御日を決め,

簡単な計算で制御計画を作成する簡易化した東西方向軌道保持実験を実施し

た。CS搭 載デスパンアンテナの特性測定として,58年 度 も姿勢傾斜による

二次元アンテナパターンの測定を行った。CSは 打上げ以来6年 を経過し,

搭載燃料が少な くなったため南北方向軌道制御を中止 しており,58年 度末で

軌道傾斜角は1.8度 まで増大 している。この軌道傾斜角増大による搭載アン

テナの指向方向の変動に対処するため,姿 勢制御及びデスパソアンテナの制

御による指向方向保持実験を行い所期の目的を達成した。CS-2b打 上げ

により,CSの 静止位置が東経135。から150。に変更になった。 この移動の途

中でCSとCS-2bが すれ違ったので,こ の機会を利用 して衛星間干渉実

験を行った。

ISIS-1,豆 関係では,太 陽 ・地球間の電磁環境の研究を支援 し,併 せて

衛星管制の研究を行 うことを目的 として,ISIS-1で は80パス,ISIS-Hで

は218パ スのデータを取得した。

EXOS-Cの 追跡支援は400MHz帯 を用いて行い,テ レメトリデータ取
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得,ス ピン率測定及び追跡データ取得を行った。

衛星管制技術に関しては,静 止衛星の高精度軌道決定及び周回衛星の軌道

予測並びに宇宙監視技術の調査研究を行った。静止軌道に関しては,CSを

用いた超長基線電波干渉計(VLBI)に よる軌道決定実験の データ処理を行

い,衛星と電波星を交互に観測する∠VLBI法 による観測値の較正と測距デー

タを併用 して衛星の位置を100mの 精度で決定した。周回衛星の軌道に関し

ては,136MHz帯 のビーコン電波を発射 している低高度の人工衛星の軌道を

ドップラ周波数や干渉計を用いて決定す る実験を行い,宇 宙監規に必要な精

度で軌道決定を行 うことができる見通しを得た。 また,宇 宙局か ら発射され

る電波の強度 とスペクトルを連続的に監視 し,そ のデータを処理する実験を

CS-2aを 用いて実施 し,宇宙局の電波監視技術に関する基礎資料を得た。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査の分野における通信需要の増大 と通信形態の多様化に

伴って,宇 宙通信にも ミリ波～光波帯の狭 ビームアンテナが用いられるよう

になると,従 来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要となる。高精度の姿

勢制御ができれば電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利用が

可能 とな り,干 渉 も少なくなるので電波の有効利用にもつながる。 また,宇

宙空間での光通信や静止衛星か らの高分解能地球観測での絶対位置較正も可

能 となり,種 々の波及効果が期待できる。

レーザビーコソの利用によって高精度姿勢検出が可能である。57年 度から

引続 き1千km高 度のETS一 皿 を利用 した地上一衛星間の レーザ光伝送実

験を行って同衛星の姿勢を高精度に求め,レ ーザを利用 した姿勢決定システ

ムの有効性が実証された。さらに,GMSを 利用 して,地 上一静止衛星間の

レーザ光伝送を試み,世 界初の成功を収めた。

(4)マ ルチビームアンテナの研究

マルチビームアンテナは,地 上ユーザの送受信設備を簡易化 ・経済化する

とともに,異 なるビームで同一周波数を繰返 し使用することにより,通 信容

量の増大を図ることが可能であるため,今 後の衛星通信に不可欠であるばか
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りでなく,衛 星放送にも新 しいサービスを提供する技術である。

マルチビームアンテナの形式として,特 に移動体通信では隣接ビーム間の

交差 レペルを高 くすることの容易なア レー形やアレー給電の反射鏡形等が適

している。電波研究所では,58年 度までに低軌道観測衛星からのデータを中

継するデータ中継衛星 システム への適用を目的 として,2GHz帯 で19素

子,19ビ ームのアレー形マルチ ピームアンテナを開発 した。

また,将 来の国内移動体衛星通信では船舶等の移動局を大幅に簡易化する

ため,衛 星には展開マルチビームアンテナが必要 とな り,こ の研究も進めて

いる。さらに,こ のような大型のマルチ ビームアンテナの開発には,精 度と

信頼性の高い試験法も重要な問題となることから,電 波研究所では近傍界測

定法に基づく衛星用アンテナの新しい試験法を確立するための研究も行って

いる。

(5)航 空 ・海上衛星技術の研究開発

洋上にある船舶,航 空機 との通信には,主 として短波帯の電波が利用され

ている。しかし,こ れ らの周波数帯は,電 波伝搬の状態により回線が不安定

となるため,デ ータ通信等新たな通信需要にこたえることが困難であ り,ま

た,通 信量の増大に薄処することが周波数的に困難であることから,船 舶通

信,航 空管制通信等においては,衛 星通信により安定かつ高品質な回線を確

保するシステムとして,海 事衛星,航 空衛星が検討され,ま ず船舶通信を対

象とした国際海事衛星 システムの運用が開始された。

さらに,我 が国においては,小 型船舶,航 空機等 との通信をねらい として

小型アンテナでも通信可能な航空 ・海上衛星技術の検討が進められてお り,

郵政省ではこれらに対処するため,電 波研究所において,53年 度以後通信シ

ステムについて種 々の検討を進めるとともに,衛 星搭載用 トランスポンダB

BM(ブ レッドボードモデル)の 試作 ・検討並びに衛星模擬装置及び船上設

備,航 空機地球局用フェーズドアレイアンテナ等の開発を行ってきたほか,

船舶衛星通信で問題となる海面反射波によるフェージング特性の解明及びそ

の除去技術の開発を行ってきた。
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一方,運 輸省では,衛 星を用いた測位等の航行援助 システムの研究開発を

行ってお り,58年3月,こ れ らの ミッシ ョンは宇宙開発事業団の ミッシ ュン

である国産静止三軸衛星パス開発 とミッションの統合を行い,技 術試験衛星

V型(ETS-V)と して62年度にH-1ロ ケット3段 式試験機により打ち上

げるため,開 発に着手することが宇宙開発委員会により決定された。電波研

究所においては,こ れ らを受けて,58年 度においては衛星搭載中継器の製作

に着手したほか,音 声符号化装置 と組み合わせたディジタル変調器による通

信方式の開発等を行っている。

(6)コ ンピュータ ・ネットワーク

衛星通信は広域にわたる回線網を容易に設定でき,伝 送帯域が広 く,し か

も多元接続が可能であるという特 長 を 有しているため,衛 星通信 システム

を,広 域に分散しているコンピュータを接続する広域 コンピュータ ・ネッ ト

ワークの構成に利用することが考えられる。

電波研究所においては,準 ミリ波帯通信衛星システム利用のコンピュータ・

ネ ットワークにおける通信チャンネル有効利用のための多元接続の方法,伝

搬遅延が大きい場合の伝送制御方式,降 雨減衰等に伴 う伝送誤 り制御等につ

いて実験研究を行 っている。57年 度までにCSを 利用 した分散型ネッ トワー

クのシステム開発 と実験を行つてきたが,58年 度ではCS-2のSCPC1チ

ャンネルを使用 し,さ らに機能追加,改 良を行 うため,ソ フ トウェアの新規

製作のための設計,計 算機ハー ドウェアの検討等を実施 した。また,広 域性

を有効に利用するために同報機能の追加の検討,設 計を行 うとともに従前の

プロ トコル(通 信規約)の 見直 しを行った。

(7)捜 索救難システムの研究

電波研究所では,非 常用位置指示無線標識(EPIRB)の 位置を周回衛星か

らの ドプラー観測によって決定する方式に関して,計 算機 シミュレーシ3ン

による研究を行った。極軌道周回衛星がEPIRBの ドプラーデータを取得す

るケースを想定して擬似データを発生させ,そ れを測位計算用プログラムに

入力して位置を求めることにより測位の諸特性が把握できた。
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捜索衛星の軌道予報の精度が不充分であるときの対策 として,捜 索対象領

域内に位置が既知で周波数安定度の良い測位基準 ビーコンを設けて これ を

EPIRBと 共通に ドプラ・一観測 し,測 位精度の改善が図られることが わかっ

た。

(8)衛 星による高精度時刻比較

周波数,時 間,時 刻の国際標準(国 際原子時 ・TAI)の 高確度維持及び科

学各分野における時刻精密向期の必要性の増加等のため,国 際無線通信諮問

季員会(CCIR)や 国際電波科学連合(URSI)等 の場でも高精度時刻比較へ
の衛星利用研究開発の促進が提唱されている。電波研究所では,54年 以来,

BS,CSを 用いた比較実験を実施 し,さ らに,世 界測位 システム(GPS),

GMSに よる国際時刻比較実験の準備を進めている。

58年 度においては,CSに ついてスペクトラム拡散多元接続(SSRA)通

信方式を用いた双方向方式時刻比較法の実用化実験を行い,小 型SS方 式比

較装置の開発で比較精度1nsの 見通しが得られた。

GPSは,米 国で開発中の衛星システムで,原 子時計が搭載されてお り,測

位のための測距信号等を送信している。 この搭載原子時計を仲介とした国際

時刻比較を実施するため,受 信システムの開発を行い,ハ ー ドウェア面での

開発をほぼ終了し,59年2月 より測距信号の受信を開始 した。

GMSの 測距用信号も時刻比較仲介信号として利用でき,そ のカバ レッジ

であるアジア,オ セアニア地域内で比較的簡易な 受信システムで 比較 で き

る。このため,日 本,中 国,オ ース トラリア,韓 国の間で共同実験の協議が

進められ,58年 度では各国で受信システムの開発整備が進められた。

4宇 宙通信の実用化の促進

我が国の宇宙通信は,第2-7-4表 のように58年2月 及び8月 のCS-

2の 打上げ並びに59年1月 のBS-2の 打上げを契機とし,基 礎固めを重点

とした段階か ら実利用の段階に至っており,具 体的利用の展開及び実用衛星

の開発等が進め られている(総 論第2章 第2節 参照)。
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第2-7-4表CS-2及 びBS-2の 開発スケジュール

区別 年度

CS-2

BS-2

人工衛星

設計

製作
N-II
ロケ ッ ト

製作

人工衛星

設計

製作N
-II

ロケ ッ ト

製作

54 55 56

CS-2a

CS-2b

57

合
打上げ

58

打上げ

打上げ

BS-2a

59 60

●

打上げ

BS-2b

(1)通 信衛星2号(CS-2)

CS-2は,我 が国初の実用通信衛星であ り,58年2月 にはCS-2aが,

58年8月 にはCS-2bが 打ち上げられた。CS-2は,CSの 開発成果を

活用 して開発された衛星であり,58年5月 以降電電公社,国 鉄,各 電力会社

及び国の機関(警 察庁,建 設省,郵 政省及び消防庁)に より,離 島通信,災

害対策用通信,臨 時通信等に利用されている。

(2)放 送衛星2号(BS-2)

BS-2は,我 が国が世界に先駆けて実用放送衛星 として開発 した もので

あ り,59年1月 にBS-2aが 打ち上げられた。その後,BS-2aは,

中継器の一部に異常が生じたが,NHKは5月 から,当 面中継器1系 統を用

い試験放送 として運用を開始 した。

なお,BS-2は,基 本的には,BSと 同規模,同 性能の衛星であるが,

BSの 開発成果を活用するとともに,N-H目 ケットに適合 させること,寿

命は5年 を目標 とすること,WARCに おいて決定された技術基準に適合 さ

せることなど所要の改修を行いながら開発された衛星であり,60年 度にはB

S-2bが 打ち上げられる予定である。
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(3)通 信衛星3号(CS-3)

CS-2に 続 く次世代の通信衛星 として,宇 宙開発計画(58年3月16日 決

定)に おいて,58年 度にCS-3の 開発に着手す ることが決定された。これ

により57年度に行 った予備設計を基に,衛 星及びロケットの開発が進められ

ている。なお,CS-3は 約550㎏ の静止衛星であ り,62年 度及び63年 度に

国産のH-1ロ ケットにより打ち上げられる予定である。

(4)放 送衛星3号(BS-3)

BS-2に 続 く次世代の放送衛星として,宇 宙開発計画(59年3月14目 決

定)に おいて,59年 度にBS-3の 開発に着手することが決定された。これ

により58年度に行 った予備設計を基に,衛 星及びロケ ットの開発が進められ

ることになっている。なお,BS-3は 約550kgの 静止衛星であ り,63年 度

及び65年 度に国産のH-1ロ ケットにより打ち上げられる予定である。

(5)通 信 ・放送衛星機構

通信衛星,放 送衛星の 管理 ・運用等を行 う通信 ・放送衛星機構は,CS

-2aの 管制(58年5月 開始)に 引続き,58年 度に打ち上げられたCS-2

b,BS-2aの 管制をそれぞれ58年11月,59年4月 から開始している。

(6)衛 星利用パイロット計画

CS-3以 降における将来の衛星通信の実利用の推進に向け,郵 政省は,

衛星利用に関心を有する者にCS-2を 使用 して衛星通信に関する運用実験

を行う機会を提供 し,衛 星通信の利用動向,技 術動向の把握等を目的とする

「衛星利用パイロット計画」を58年 度から62年度までの予定で進めている。

同計画の推進に当たっては,学 識経験者,利 用関係者等からなる 「衛星利用

パイβット計画に関する調査研究会」を開催 し,必 要事項を審議することと

してお り,同 研究会が定めた実験項 目等に従い,58年 度後半から運用実験が

行われている。具体的な実験項 目は,① コンピュータネッ トワーク実験,②

新聞紙面等伝送実験,③CATVへ の番組伝送実験等である。
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第4節 電磁波有効利用技術

1デ ィジタル陸上移動通信方式

最近,半 導体技術,集 積回路技術の向上を背景 としてディジタル信号処理

及びディジタル通信技術は急速な発展をみせ,特 に,固 定及び衛星通信の分

野では,1.544Mb/s(電 話24チ ャンネル相当)の 小容量のものから,400Mb/s

(電話5,760チ ャンネル相当)の 大容量のものまでが実現されている。

一方,我 が国の陸上移動通信における需要は急激な伸びを示す とともに,

通信内容は音声にとどまらず各種のデータ伝送,画 像伝送及び音声と非音声

の総合通信等,利 便性のあるディジタル通信 システムのニーズが高まってい

る。

しかし,デ ィジタル通信方式を陸上移動体に実現するには,① フェージン

グ対策技術の完成と,② デ ィジタル通信固有の周波数有効利用技術の完成が

必要であり,国 際的にみても多くの国でこの分野の研究開発が活発に行われ

ている。

電波研究所は,56年 度から研究に 着手し,58年 度 には,周 波数有効利用

を図る目的で,効 率的な 音声符復号化と隣接チャンネル間隔を狭めるため

の干渉信号除去技術並びに フェージング対策を図る目的で,誤 り制御技術

(インタリーブと誤 り訂正符号)と ラ ンダムFM対 策技術に つ いて検討し

た。

2ス ペ ク トラム拡散地上通信方式

電波研究所は,陸 上移動通信を対象とするスペ クトラム拡散通信方式を開

発するために,54年 度から,そ の適用性について調査を実施 し,そ の結果に

基づいて,本 格的な研究開発を推進している。

直接拡散方式及び周波数ホ ッピング方式の室内実験装置による種々の実験
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的検討及び理論的検討に基づいて,車 載が可能な野外走行実験システムとし

て,周 波数ホッピング形スペク トラム拡散通信装置6台 が58年 度前半に完成

した。本システムモデル では,8周 波FSK(周 波数偏移変調)方 式及び 誤

り訂正符号化方式の採用によって,マ ルチパスフェージング下での改善効果

が期待でき,ア ドレス符号にPNコ セット符号を用い,多 数のア ドレスを確

保 している。

野外走行実験に先立 って,室 内実験 によって,種 々の性能評価を実施し

た。 その結果,都 市内伝搬で 予想されるマルチパスフェージング下におい

て,良 好な符号誤 り率(BER)特 性を示す とともに,初 期捕そ く及び同期保

持機能も良好に動作することが確認された。

車載機を都市内で走行させた予備実験によって,定 性的に室内実験用シミ

晶レータで得られたと同様のBER特 性が得られることが明らかにな り,通

話試験も良好であった。

340GHz以 上の電波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯の電波は,特 定の周波数において 大気中の酸素や

水蒸気により吸収されるほか,降 雨によっても減衰を受けるため,こ の周波

数帯電波の利用の開発には,降 雨減衰を予測する方法の開発が必要である。

電波研究所は,52年 度から10か年計画で,こ の周波数帯における伝搬実験を

実施してお り,58年 度は ミリ波帯実験システムを用いてデータを収集すると

ともにその解析を行った。 本研究の成果の一部は,50GHz帯 の電波を使用

する無線局制度の新設に反映されている。

4新 コー ドレス電 話方式

従来のコードレス電話方式は,1電 話機当た り1無 線チャンネルが割 り当

てられてお り,周 波数の利用効率が低く需要を満たすことができなかった。

このため,郵 政省では,59年3月 に周波数の割当て間隔を縮小 し,マ ルチ

・チャンネル ・アクセス(MCA)方 式を採用 した新コードレス電話の導入を
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行った(第2-7-5図 参 照)。

この新 コー ドレス電話方 式の特徴 は,

① 周波数 割当て間 隔を25kHzか ら12.5kHzに 縮 小 してい る

② 通話用45チ ャンネル,制 御用1チ ャンネルの計46チ ャンネルを使用

し,制 御 チャンネルに よ り,使 用すべ き通話用 チ ャンネルを 自動 的に選

択す る

(し くみ)

電源 コー ド

第2-7-5図 新 コー ドレス電話方式の概要
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③ 誤接続を防止するため,通 話の都度,識 別 コー ドを 自動的 に確認 の

上,接 続する方式を採用 している

④ 他のコードレス電話 との混信を防止するため,通 話に先立って選択 し

た通話用チャンネルが使用されていないことを確認するとともに,通 話

中に混信が生 じたときは,予 備の通話用チャンネルに自動的に切 り替わ

る方式を採用 している

⑤ 従来のコードレス電話に比べて容積で3/4,重 量で2/3に 小型 ・軽量

化されている

などである。

新 コー ドレス電話は,従 来のコー ドレス電話に比べて,周 波数の効率的な

利用が図れるほか,免 許手続の簡略化を行い,よ り多数の加入申込みに迅速

に対応できることとな り,今 後の一層の普及発展が期待 される。

526GHz帯 加入者無線方式

近年,社 会生活の高度化 ・多様化に伴い,映 像伝送,高 速データ伝送等に

対するニーズが高まっている。これ らのサービスを,経 済的かつ迅速に実現

する方法 として,郵 政省は,26GHz帯 の周波数を使用する加入者無線方式

の導入を行った(第2-7-6図 参照)。

本方式は,テ レビ会議等の映像伝送に用いるアナログ方式と高速データ伝

送,高 速ファクシミリ伝送等に用いるディジタル方式 とがある。

アナログ方式は,一 つの電波を1加 入者が使用するSCPC方 式であるの

に対し,デ ィジタル方式では,多 数の加入者が一つの電波を共用 し,各 種速

度のディジタル信号を効率よく伝送するために,TDMA方 式を採用 してい

る。

本方式は,無 線装置の小型化,経 済化を図るため,MIC(マ イクロ波集積

回路)技 術を適用 し,従 来の導波管回路と比較 して約1/40の 大きさとして

おり,ま た,量 産性,信 頼性の向上及び製造期間の短縮を図っている。

また,基 地局には,サ ービスエリア 内のいずれの方向の加入者に対 して



≧顎

第2-7-6図26GHz帯 の周波数を使用する加入者無線方式(デ ィジタル方式)の 概要
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も,均 等な電界強度を確保するため,90度 の範囲で無指向性を有する扇形 ビ

ームアンテナを4面 使用 している。

準 ミリ波帯での加入者無線方式では,降 雨による伝搬損失を考慮する必要

があるほか,基 地局と加入者間に見通 しがあることが前提 となる。

加入者側のアンテナは,屋 内又は屋上に設置されるが,途 中のピル等によ

り伝搬路カミしゃへいされることがあ り,見 通し率は基地局から離れるに従っ

て急速に減少する。

特に,高 層 ピルが密集する東京,大 阪の中心部では,所 要受信電力の条件

よりも見通 し率によりサービスエリアが制限され ることが予想されることか

ら,複 数の基地局を設置し,無 線 ゾーンを重複させることにより,実 効的に

見通 し率の改善を図ることとしている。

本方式の導入は,加 入者への伝送路を迅速かつ簡易に設定することを可能

とするものであ り,テ レビ会議サービスや高速ディジタル伝送サービスの普

及発展に大きく寄与するものと考えられる。

640MHz帯 ラ ジオ ・ブ イ

現在,漁 業用のラジオ ・ブイの システムとしては,中 短波帯又は27MHz

帯の電波を使用 して電波の発射 と休止を常時繰 り返す ラジオ ・ブイ及び選択

呼出信号を受信 した時のみ一定時間電波を発射するセルコール ・ブイ並びに

9GHz帯 のレーダーの電波を受信して動作する識別装置付 ラジナ ・ブイの

3種 類がある。

1979年 の世界無線通信主管庁会議の結果,40MHz帯 の電波が新たに無線

標定業務に利用できるようになったことに伴い,こ の周波数帯を使用するラ

ジナ ・ブイ,セ ルコール ・ブイを導入する場合に必要 となる技術的諸問題を

解明するため,40MHz帯 のセルコ・一ル ・ブイ3台 及び無線方位測定機2台

を試作 して,機 器の動作特性及び海上における電波伝搬特性等の調査を行っ

た。その結果,現 在使用 しているラジオ ・ブイ等のシステムとほぼ類似の技

術基準に基づく空中線電力3ワ ットのセルコール ・ブイで70～80kmの 最大
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方位 測定 可能距離 となるこ とが判 明 し,40MHz帯 の電波 を使用 した場合 の

実用化の見通 しを得る ことがで きた。

なお,こ の40MHz帯 の ラジオ ・ブイ,セ ル コール ・ブイは,58年6月 に

導入 した40MHz帯 漁 業通 信 システ ムと近接す る周波数 帯であ ることか ら,

導 入が実現す れば,40MHz帯 漁業 通信 システ ムの無 線機 器にセル コール ・

ブイの呼出 し機能 を付加す る ことも可能 であ り,40MHz帯 漁 業通信 システ

ムとともにその普 及が期待 され る。

7レ ・一ダ プ ロ ッテ ィン グの 自動 化 方 式

自船から発射した レーダー電波による他船からの反射波の復調信号,ジ ャ

イロコンパスからの自船の針路信号及びスピー ド戸グからの速度信号等を論

理回路により加工処理 し,通 常の レーダー表示に加え,他 船の速度 と針路の

ベ クトル表示,過 去の航跡,最 接近予測距離及び時間,衝 突予測危険範囲等

を,従 来人手によりレーダー表示面に記録させていたものを自動的に表示さ

せるとともに,他 船が衝突予測危険範囲に進入 してきた時に警報を発生する

ための機能(自 動 レーダプロッティング機能)を 持たせることにより,船 舶

の航行の安全確保を より一層高めることができることとなる。

このため,国 際海事機関(IMO)で は,1974年 の海上における人命安全の

ための国際条約(SOLAS条 約)を 改正 し,1984年9月1日 以降総 トン数

1万 トン以上の船舶に,順 次本機能を有するレーダーの設置を強制す ること

とした。

郵政省は,IMO総 会決議に準拠 し,58年2月1日 無線設備規則を改正 し,

59年3月1日 に無線機器型式検定規則を改正 した。

8テ レビジ ョン同期放送

テ レビジョン同期放送とは,隣 接 す る複数のテレビジ ョン放送局相互間

で,互 いの送信周波数を一致 させて放送するシステムであ り,従 来の方式よ

り周波数の利用効率の向上が期待できるものである。その概要は第2-7一
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7図 のとお りである。

方式としては,同 期放送を行 う局が,そ れぞれ独立 した非常に精度の高い

基準発振器を持ち,こ れによって双方の送信周波数が近似的な同期状態を得

る独立同期方式と,同 期放送を行 う局が共通の参照周波数によって,送 信周

波数を制御する従属同期方式 とがある。

テレビジョン同期放送の実現のためには,送 信周波数の安定度を±0.05Hz

以内に保つ必要があること,干 渉 ゾーンで生 じるゴース トを軽減することな

どの解決すべき事項がある。

このため,郵 政省は,テ レビジョン同期放送の実用化を検討中であ り,58

年度,各 種同期方式等についての実験,受 信設備の調査,位 相変動調査等を

実施 し,そ れらの結果について検討を行った。

第2-7-7図 テ レビジョン同期放送の概要

⑫ 干渉ゾーン
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(注)1.放 送局A-Cは,同 一チャンネルによる同期放送を示す。

2.干 渉 ゾーンでは,放 送波(62ch)の 到 達時間差によるゴース ト障害が発生

する。
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9テ レビジ ョン多重 放送

テレビジ ョン多重放送は,テ レビジ ョン放送波の映像信号の垂直帰線消去

期間に直接あるいは音声信号帯域に副搬送波を設け,多 重信号を重畳 して放

送するものであり,電 波の有効利用が図られ放送メディアの多様化が実現で

きる。

テレビジョン多重放送としては,音 声多重放送,文 字多重放送,フ ァクシ

ミリ放送等がある。音声多重放送については,既 に,57年12月 に放送が開始

されている。

文字多重放送については,58年10月 か らNHKに よって東京,大 阪地区に

おいて聴力障害者向け番組を 主体 として実用化試験放送が 実施されて いる

(総論第2章 第2節 参照)。

ファクシミリ放送は,写 真等階調のある画像や文字情報をテレビジ ョン放

送波に多重して放送し,受 信端未の記録紙に再生させるもので,放 送の特質

である即応性,広 域性にプ リン トメデ ィアとしての記録性,保 存性が加わる

こととなる。

方式 としては,テ レビジ ョン放送波の音声帯域にファクシミリ放送用の搬

送波を追加 してファクシ ミリ信号を重畳する第2副 搬送波法を開発研究して

いる。

58年度の電波技術審議会では,一 般のテレビジ ョン受縁機約1,700台 を用

いたテ レビジョン放送波との両立性の調査,従 来の実験システムの仕様の見

直し等を行った。

10放 送衛星に よるテ レビジ ョン放送の有料方式

有料方式は,放 送視聴者が,特 定の放送番組の視聴を希望し,放 送事業者

と対価的契約を結ぶことによって放送サービスを受ける方式である。

有料方式は,第2-7-8図 に示す ように,放 送信号にスクランブルをか

けて送信するため,放 送電波をそのままテレビジョン受像機で受信 しても正



第2-7-8図 有料放送システムの概要
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常な放送受信ができない。その信号を正常な画面に復元するためセこは,放 送

電波 とともに送られて くる情報を用いてスクランブルを復号する必要がある

が,こ の情報は,不正に利用されることを防ぐため,通常暗号化される。そし

て,契 約受信者のみがこの暗号を解 くためのかぎを持っ ことによって,有 料

放送番組を正常に受信できることになる。 この場合に,か ぎを配布する方法

やか ぎの配布 と結びついた料金の徴収方法等について検討す る必要がある。

BS-3に よる衛星放送においてこの方式を導入す ることを想定 して,電

波技術審議会で審議が行われている。

11高 精細度テ レビジ ョン放 送

高精細度テ レビジョン放送は,現 行のテ レビジョン放送に比べて,は るか

にきめが細か く鮮明で,し かもワイ ドな画面により迫力と臨場感にあふれた

画面が得られるテ レビジョン放送である。

高精細度テレビジョンの方式については,我 が国は じめ各国で研究開発が

行われており,58年 からCCIRに おいても規格の統一化の作業が開始 され

た。

高精細度テレビジョンの一例 としては,NHKが 開発したもので,走 査線

数を1,125本(現 行525本),画 面の横 と縦の比(ア スペク トレシオ)を5

:3(現 行4:3)に したものがある。

このような情勢を踏 まえて,我 が国においても,電 波技術審議会で標準方

式の制定に向けて審議が行われている。

12緊 急警報放送 システム

緊急警報放送システムは,大 地震の予知情報や津波警報等の緊急情報を迅

速かつ漏れなく住民に周知する手段 として開発された ものである。緊急情報

を放送するに先立って,放 送局側で特定の制御信号(緊 急警報信号)を 送出

すると,受 信機側であらかじめ備えた 「緊急警報受信機」が動作し,警 報音

の発生や受信機電源の操作等が自動的に行われるので,深 夜等受信機のスイ
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ッチが切れている場合にも緊急情報の伝達が確保 される。

システムの技術的条件について,55年 度から電波技術審議会において 「放

送電波に重畳する緊急警報信号に関する技術的条件について」審議が進めら

れ,57年12月 に答申がなされた。

現在,答 申に示されている技術的条件を踏 まえて,同 システムの運用面に

ついて防災関係機関及び放送事業者 とも協議を行いながら検討を進めている

ところである。

13高 精度測位技術の研究開発

電波研究所では,59年 度から開始されるNASAと の共同実験に使用する

ため,VLBIの 開発を54年 度から5か 年計画で 進めてきた。58年10月 にシ

ステムがほぼ完成 したため,11月5日 米国のVLBI局(モ ハービー局及びオ

ラエンズ・ミレー電波観測所)と の 間で,日 米間で 初めてのVLBI観 測(試

験観測)を 行い,到 達時間差決定精度を目標通 り0.1nsが 達成できた。さら

に,59年1月23日 及び2月25日 の2回 にわたって,日 米間の基線長を決定す

るための本格的な観測(24時 間観測,電 波星13)を,モ ハービー局及びハ ッ

トクリーク局を相手に行い,日米間の基線長を 目標通 り2cmの 精度で決定す

ることができ,VLBIシ ステムの開発は計画通 り58年度をもって終了した。

開発 したVLBIシ ステムを用いて,電波研究所は,59年 度からNASAと 共

同して,地 殻プレー トの運動を検出するための 国際的なVLBI観 測を開始

し,長 期的地震予知等に役立てる。また,米 国海軍天文台(USNO)等 との

間で各国の標準時を高精度(目 標1皿s以 下)で 比較する実験を59年 度か ら実

施する。 その他,国 内では,建 設省国土地理院の整備する5mア ンテナの

VLBIシ ステムとの間で60年度からVLBI実 験を行い,測 地網規正や地殻

変動の測定に役立ててい く。さらに,衛 星の精密軌道決定と宇宙監視にも応

用 し,ま た,中 国とも近い将来,共 同実験を行ってい くことが合意されてい

る。
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14電 波音波共用大気 隔測装置(ラ ス ・レー ダ)の 開発 研究

上層大気中の風向風速 ・気温高度分布を地上か ら連続的に遠隔測定す るこ

とを目的 と して 開発 した 電波音波共用の計測装置,ラ ス ・レーダ(RASS

:RadioAcousticSoundingSystem)の 性能を評価するため,気 象研究所構

内において気象観測用鉄塔及び ラジオゾンデとの同時比較共同実験を58年 の

夏 ・秋 ・冬の各季に実施 した。 ラス ・レーダにより,風 向風速については平

均高度約300mま で,気 温については平均高度約800mま での測定データが

得られた。鉄塔及び ゾンデによる測定データとの比較結果は,風 向について

全般的に良いが,風 速については強風時に悪 くなる傾向を示 してお り,気 温

については高度約200m以 下においてラス ・レーダが系統的に1～2℃ 低い

気温を示すことを除けば比較的良い結果を示 している。高度約200m以 下に

おける気温誤差の原因は明らかになってお り,改善策に関する検討を行った。

15マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ン シ ング

電波によるリモー トセンシングは,従 来,主 に用い られてきた可視赤外領

域の光を利用するものと異なり,昼 夜の区別なく,天 候に影響 され ることな

く観測が可能である。特に,マ イクロ波によるリモー トセンシングは今後,

電波の主要な利用分野の一つになると予想されるため,電 波研究所では,電波

の有効利用の観点から,各 種マイク胃波センサに関する研究を行っている。

① 散乱計:降 雨強度分布の観測を行 う航空機搭載マイクロ波(10GHz

及び34.5GHz)雨 域散乱計を53,54年 度で製作し,58年 度末までに約

115時 間の飛行実験を行った。57,58年 度の梅雨期には鹿島支所のレー

ダーと共同で4周 波による降雨観測実験を行った。 日本海豪雪のメカニ

ズムを究明するプロジェク トに参加し,帯 状収束雲の下に発達する降雨

分布の観測に成功 した。

電波の散乱特性等の基礎データを取得するための室内実験用FM-C

Wレ ーダーシステム(10GHz帯)を 整備 し,氷 等の測定を行 った。また,
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宇宙基地か らの降雨 レーダー観測の概念を検討 した。

② 放射計:MOS-1搭 載用マイクロ波放射計のBBMに よって取得 し

た観測データに,先 に開発 した解析アルゴリズムを適用して水蒸気量及

び雲中水量を導出し,バ ルーンによる測定値との比較研究を宇宙開発事

業団と共同で行った。

③ 合成開ロレーダ:SARデ ータの高速ディジタル処理システムの 整備

を完了 し,SEASAT-SARの 画像解析から分解能が約25mで あること

を確認 した。59年 度に予定されているSIR-B実 験への3項 目の提案が

NASAに より正式に採用され,実 験実施に向けて準備を進めている。

16レ ー ザ リモ ー トセ ン シン グ

レーザ光は,原 子 ・分子 と相互作用するため,こ の相互作用を利用し,電

磁波の有効利用の一つ として,大 気中の原子 ・分子を測定するレーザ リモー

トセンシング技術開発が,近 年盛んに行われている。

電波研究所では,光 化学スモ ッグ発生時に,オ ゾンの三次元分布を測定す

る航空機搭載型炭酸ガスレーザレーダーの開発と,レ ーザを局発光 として,

太陽等の熱輻射光のヘテロダイン検波の基礎技術の研究を進めている。 レー

ザ レーダーは,装 置開発の飛行実験が続行中であ り,光 ヘテロダインの研究

は,太 陽の高感度ヘテロダイン検波実験を行っている。

第5節 有線伝送及び交換技術

1デ ィジタル伝送方式

(1)デ ィジタル中継伝送方式

デ ィジタル伝送方式 は,音 声は もとよ り画像通信,デ ータ通信 等の多様 な

情報を経 済的かつ高品質で伝送で きる特長 を有 してお り,デ ィジタル1次 群

(1.544Mb/s)か ら5次 群(397.2Mb/s)ま で の デ ィジタル ハイアラーキに
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沿 って,平 衡対 ケープルを用いたDP-1.5M方 式(電 話24チ ャ ソネル)・ 標

準 同軸 ケーブルを用いたDC-100M方 式(電 話1,440チ ャンネル又 は4MHz

テ レ ビ15チ ャ ンネル)及 びDC-400M方 式(電 話5,760チ ャ ンネ ル 又 は4

MHzテ レ ビ60チ ャ ンネル)等 が実用 化されている。

一方 ,網 としてのデ ィジタル化を推進す るため,デ ィジタル1次 群 レベル

を同期 化 し,デ ィジタル ・デ ータ交換網に よるサ ー ビスを提供す るためのデ

ィジタルデ ータ伝 送方式,電 話網の本格的なデ ィジタル化 を行 うた めにデ ィ

ジタル2次 群 レベルで同期 多重 変換 を行 う市外系 デ ィジタル同期端 局方式及

び市内中継網のデ ィジタル化を 目的 とした市 内系 デ ィジタル同期端 局方式が

実用化 されてい る。

(2)デ ィジタル符号化方式

音声信号を ディジタル信号に変換す るため の符号化 装置 につ いては,LSI

単 一 チ ャンネル符号器 を用いて小型化,経 済化を 図ったPCM端 局 装置が56

年 度に実用化 され た。

テ レビジ ョン信 号の符号 化装 置につ いては,53年 度 に カラーテ レビジ ョン

信号を6.3Mb/sに 変 換す る フ レーム間符 号化装置が,実 用化 され,引 き続

き58年 度か ら新 アル ゴリズムの採用,主 要部分 のLSI化 等 に よ り一層の高

品質化,経 済化を図った装置の導入 が進め られ てい る。一 方,58～59年 度 に

かけて主要回路のLSI化 に よ り,高 品質化,経 済化 を図った32Mb/sフ レ

ーム内符号化装置の導入が進め られてい る
。

(3)デ ー タ伝送方式

データ通信 システ ムの構成に当 た っ て,デ ータ端末装置 とコン ビ凸一タ

問,あ るい は,コ ン ピュータ相互間で データの送受信 をいか に能率 よく行 う

か が重要な要素 とな ってお り,デ ータ通信 システムの多様化,と りわ け端末

の多様化 に伴 って50b/s～ 数10kb/sと い う広範 囲な 速度での デー・タ伝送 が

要求 され ている。

電電公社 では,デ ータ回線 の高速化 ・経済化 を図るた め,各 種 デー タ伝 送

方 式の開発 を進 めている。従来 のデー タ伝送 は,変 復調 装置 を用 いたアナ ロ
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グ伝送方式によっていたが,現 在端末までの全区間をディジタル構成で伝送

するディジタルデータ伝送方式が実用化されている。 この方式は,局 間伝送

路としてDC-400M方 式等のディジタル伝送方式のほか,DAT方 式(ア

ナログ伝送路により,デ ィジタル情報 を 伝送する方式)に より,200b/s～

48kb/sの データ信号を伝送するものである。

57年度には本方式の一層の経済化を図った諸装置の実用化を行 う と と も

に,64kb/s～6Mb/sの 高速ディジタル伝送サービスを可能とする伝送方式

が59年度 より実用化されている。

(4)デ ィジタル加入者線伝送方式

2線 メタリックケーブルを用いて64kb/s及 び16kb/sの 双方向同時伝送

を可能 とし,端 末一端末間のデ ィジタル1リ ンクサービスを経済的に実現す

るディジタル加入者線伝送方式(2線 時分割伝送方式)が 開発 され,58年 度

から実用化のための試験が開始 されている。

また,デ ィジタル1リ ンクサービスエリアの早期拡大と,加 入者線の経済

化を図るため,光 ファイバケープル等を用いた加入者線ディジタル多重伝送

方式の開発が進められている。

♂

2光 ファイバ ケーブル伝送方式

光ファイバケーブル伝送方式は,光 ファイ・ミを伝送媒体 とするもので,①

同軸ケーブルと同等あるいはそれ以上の容量の伝送ができる,② 光 ファイバ

の直径が細いので多心ケーブルを細径で実現できる,③ 低損失であるため中

継距離が長 くできる,④ 漏話が無視できる,⑤ 軽量で可とう性に 優 れ て い

る,⑥ 電力線,電 気鉄道等からの外部誘導を受けない,⑦ 限 りある銅資源を

使用する必要がないことなど多 くの特長を有 している。このため,各 方面で

光ファイバ,光 源である各種 レーザ,発 光ダイオード,受 光器,中 継器,変

調器等の研究,実 用化カミ進められている。

電電公社においては,量 産化,経 済化に適 した製造法である気相軸付け法

(VAD法)の 開発をはじめ,1,3μm波 長帯における極低損失(0.5dB/km
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以下)の 多モー ドファイバ及び1.5μm帯 における損失が,0.2dB/k皿 の単

一・モー ドファイバの試作,平 均損失0.1dB以 下の 新しい 融着接続技術の 開

発,800Mb/sデ ィジタル伝送実験の成功,1.3μm帯 半導体 レーザの実用化

等の成果を上げている。このような成果を踏まえ,中 小容量光ファイバ伝送

方式については,グ レーデ ッド型光ファイバケーブルにより都市内の電話局

間を結ぶ32Mb/sの 伝送方式及び100Mb/sの 伝送方式が実用化され,さ ら

に59年 度には6.3Mb/sの 波長多重技術を用いた伝送方式が実用化 された。

また,今 後の基幹伝送路 として,大 容量,長 距離区間に適用する大容量光

ファイバケーブル伝送方式について,単 一モード光 ファイバケーブルを用い

た400Mb/sの 伝送方式が実用化され,北 海道から九州に至る日本縦貫のデ

ィジタル伝送路の構築を開始 し,59年 度末には完成の見込みである。

一方,陸 上用の光 ファイバヶ一ブル伝送方式の開発と並行 して,海 底光フ

ァイバケーブル伝送方式の開発 も進められてお り,1.3μmの 長波長帯の光源

を用い,1.5～400Mb/sの デ ィジタル信号 を 無中継で伝送可能な方式及び

400Mb/sの ディジタル信号 を海底区間で中継伝送する方式の実用化が進め

られている。

また,映 像信号(4MHzカ ラーテレピジョン信号)を 伝送する光ファイ

バケーブル伝送方式の開発が進められ,57年 度に実用化された。

このほか,光 ファイバケーブル伝送方式を加入者系へ適用するための研究

が進められている。

国際電電においては,将 来の国際通信用幹線伝送路へ適用するため,方 式

長8千km,伝 送速度280Mb/s,伝 送容量最大1万2千 回線の大洋横断可能

な長距離光海底ケーブル方式の開発が進められている。

この方式に関して,57年6月 には第1次 海洋実験を実施 し,59年2月 には

水深7千mの 深海域で海洋実験を行い,実 用化の見通しが得られた。

これら海洋実験 と並行 して高信頼度システム実現のため,光 部品等の信頼

度評価を開始 している。
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3デ ィジタル交換

ディジタル交換機について電電公社では,大 局用の中継線交換機であるD

60形 自動交換機を開発し,57年12月 に大手町局でサービスを開始 した。引き

続き,加 入者線交換機及び中継線交換機機能を併せ持つD70形 自動交換機を

開発し,58年10月 に青森局でサービスを開始 した。

一方,こ れらの技術をベースとしデ ィジタル加入者線用インタフェイスを

持ったディジタル加入者線交換機をはじめ,遠 隔制御交換装置,音 声蓄積サ

ービス用の通信処理装置等の開発を進めてお り,こ れらの 交換技術 を は じ

め,各 分野にわたる新 しい技術を確認するため 電電公社では57年 度 より東

京の三鷹 ・武蔵野地区を中心に高度情報通信 システム(INS)の モデルシス

テムを実際に構築 し,59年9月 から運用を開始 した。

国際電電では,国際通信 システムのディジタル化推進の一環 として,西 日本

地域用の国際電話中継交換システムにディジタル交換方式を採用し,59年3

月より運用を開始 している。また,近 い将来の本格的な国際網のディジタル

化とサービス統合化に対応するため,汎 用マイクロプロセッサによる分散制

御方式を採用 した柔軟性に富む系構成である新型ディジタル国際交換機や,

パケット交換技術を用いて音声 とデータの高能率な変換を行 うパーチャルサ

ーキット交換システム(VCS)の 研究開発が進められるとともに,こ れらの

システムを用いたディジタル共通線信号方式No.7の 実証的研究 も行われ,

58年度に,日 本とオース トラリア間でNo.7方 式の対向試験が実施された。

第6節 デ ータ通信 システ ム

1デ ータ交換網

近年のデータ通信システムの発展と多様化に伴い,デ ィジタル情報を経済

的かつ高品質 ・高速で任意の相手と交換したいという需要がますます高まっ
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てい る。

これに こたえて電電公社では,54年12月 か ら回線交換 サ ー ビス が4都 市

で,55年7月 か らパ ケ ッ ト交換 サ ービスが7都 市で開始 された。以降サ ー ビ

ス地域拡大に対す る利用者の要 望が強 く,59年3月 末にはそれぞれ107都 市,

206都 市 に拡大 された。

また,パ ケ ッ ト交換網 の利用拡大 の要求 に こたえるため,電 話網に収容 さ

れてい るデ ータ端末か らパ ケッ ト交換 サー ビスを利用 で きる方 式が実用化 さ

れてい る。

国際電 電においても,CCITT標 準 のネ ッ トワーク ・プロ トコルを採用 し

たパ ケ ッ ト交換 システムに より,57年4月 より,国 際公衆 デ ータ伝 送サ ー ビ

ス(VENUS-P)が 開 始 されてい る。 当初 のサ ービス対 地は5か 国(米 国,

英 国,フ ランス,西 独及び スペ イン)で あった が,59年6月 末 におけ るサー

ビス対地 は23か 国 となってい る。

なお,国 内パケ ッ ト交換サ ー ビス加入者に よるVENUS-P利 用 を可能 と

す る国内パケ ッ ト網 との相互接続は,57年9月 より実施 され ている。

2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウェア

ア.本 体系装置

コンピュータは,従 来は主としてLSI等 の素子技術の進歩により,演 算

速度の高速化を実現してきたが,今 後は,先 回 り制御,並 列処理方式等の高

速演算方式,さ らには,シ ステムのスループット,信 頼性 ・運用性の向上を

図った複合コソピュータ方式等の開発が進められている。

記憶装置は,高 速ICメ モリと低速ICメ モリとで主記憶を構成するとい

う記憶階層方式が一般の大型機で採用されている。ここしばらくは,こ のよ

うな記憶階層が存続す ると思われるが,高 速ICメ モ リの高集積化,低 価格

化に伴い,近 い将来,高 速大容量のICメ モ リのみで主記憶装置が構成 され

る可能性がある。
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イ.通 信処理装置

データ通信の進展に伴い,端 末の多様化,回 線の高速化,業 務の拡大等シ

ステムにおける通信制御負荷の問題が,ク ローズア ップしてきており,こ れ

らの融通性 ・拡張性に対処するために通信制御機能を個別に実行する通信制

御装置の開発が進められている。

ウ.周 辺 装 置

周辺装置は,大 別 してファイル記憶装置と入出力装置に分けられる。 ファ

イル記憶装置については,高 速化 ・大容量化が進められてお り,1ギ ガバイ

ト級の磁気ディスク記憶装置や1台 当た り数十～数百ギガパイ トの超大容量

磁気記憶装置,さ らに最近低廉化の著 しいICメ モ リを使用 した半導体記憶

装置等の実用化が進められている。

また,高 密度化,小 型化による経済化を図った数百メガバイ ト級の小型の

磁気ディスク記憶装置が開発されている。

入出力装置は,さ らに,高 速化を目指すとともに,マ ンマシン ・インタフ

ェイスの改善を目指 し,文 字 ・図形 ・音声等による入出力装置の開発が進め

られている。

(2)ソ7ト ウェア

ア.デ ータベース技術

データの大容量化及び相互関係の複雑化に伴い,よ り効率的で使いやすい

高度なデータ管理機能の必要性が高まり,複 雑,大 量のデータを一元的に管

理 して解決しようとするデータシステムの実用化が進んでいる。

この種のシステムの実現に当たって,デ ータの蓄積についての物理的配置

や論理的関係付けを行 うデータベース定義機能,デ ータの検索,更 新及び加

工を行 うデータベース操作機能等を備えたデータベース管理 システム(DB

MS)の 開発が進め られている。

イ.ソ フ トウェア作成及び維持管理の効率化

ソフ トウェア量の飛躍的増大,保 守費の急増,プ 目グラム要員不足等の要

因により,"ソ フ トウェアの危機"が 叫ばれてお り,プ ログラムの生産性向
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上及 び維持管理 の効率化が重要 となってい る。

ウ.ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャ

最近 のデータ通信 システ ムは,各 種資源の分散及び共用,シ ステム全体 と

して の価格性能比 の向上等をね らい とした ネ ッ トワーク化 の進展が著 しい。

しか しなが ら,複 数の コンビ凸一タ,端 末等を通信回線で結合 して効率的 な

データ通信網を構築す るためには,そ の構成 方法,通 信規約(プ ロ トコル)

の標準化等多 くの問題を解 決 しなけれぽな らない。

郵政省 では これ らの問題 を個 々の システ ム対応ではな く,統 一的 に解決す

るネ ッ トワーク ・アーキテ クチ ャとして 「汎用 コンビ晶一タ ・コ ミーニケー

シ ョン ・ネ ッ トワーク ・プ ロ トコル(CCNP)」 の 開発 を進 め,55年 郵 政省

告示 として発表 し,59年 に 改正 を行 った。

これ は コンピュータ間通信 を広 く国家的立場か ら検討 し,国 際通 信網 との

接続 等 も考慮 した標準的 なプ ロ トコルの確立 と普及 とを 目的 とした ものであ

る。

電電公社 では,デ ータ通信 の円滑 な 発展 を 図 るため,計 算機,通 信網及

び端末間 の 汎用的な 通信規約 の 確立 を 目指 して52年 度 よりDCNA(Data

Com!nunicationNetworkArchitecture)の 開 発に着手 し,所 期 の 目的 であ

る国 内での異機種計算機間通信 に適用可能な標準的 なデー タ通信 サ ービス用

プ ロ トコルの開発を行い,57年 度 で メーカ各社 との共 同研究 を終 了 した。

今 後はINSに 必 要な プロ トコル及び国際標準化機構(ISO),CCITT等

国 際標準化動 向との整合に よる一層の充実を 図るなどの検討 が続け られ る。

(3)機 密 保 護

コンビ 晶一タが社会活動 の中でます ます重要性を高めてい く中で,コ ン ピ

ュータシステ ムの安全対策が大 きな関心を呼んでい る。 と りわけ,今 後 のネ

ヅ トワーク化の進展 とともに,一 ・層 システ ムの大規模化,広 域化,分 散化が

進む と予想 され,従 来の閉鎖的 システムでは考え られない よ うな各種 の事故

や障害が懸念 されてい る。

このよ うな事故を未然に防止す るため,セ ソタ,回 線,端 末にわた り安価
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で効果的な暗号化方式,ま たDES(DataE且cryptionStandard)方 式や公

開鍵暗号化方式等を含めた高度な暗号化方式をはじめ,各 種の技術開発が積

極的に進められている。

3デ ータ宅内装置

データ通信システムの多様化 ・高度化に伴い,デ ータ宅内装置は,単 なる

遠隔入出力手段 としての位置付けから,シ ステムを効率的に実現するための

機能を付与した高度な役割を持つものへと発展 しつつある。データ宅内装置

は,従 来は文字を中心 としていたが,現 在,文 字のみではな く図形,音 声,

画像機器等の各種 メディアを複合的に扱 う装置,さ らには処理機能,蓄 積機

能を充実した装置へ と多様化 してきている。

端末の制御回路技術については,LSI技 術の進歩によりマイクロブ百セッ

サとメモ リとを組み合わせたプログラム制御方式が従来の布線論理方式に代

わって採用され,小 型軽量化,低 価格化に大 きく寄与 している。さらに,多

様化 ・高度化するユーザの要望に対処するため,プ ログラムを書 き換えるだ

けで種々の業務に適用できる汎用のプ冒グラマブル端末が広 く利用されてい

る。また,フ ァイル装置を有 し,シ ステム機能の担当部分を分担する高度な

端末も実用化されている。

基本的な出力機器であるプリンタとしては,イ ンパク ト式プ リンタでは,

ワイヤ ドットマ トリックス方式が主流となりつ つ あ り,ま た,サ ーマル方

式,イ ソクジェット方式,電 子写真式等のノンインパクト式プリンタの普及

も進みつつある。情報利用の高度化 ・多様化に向けて階調記録,カ ラー記録

技術の研究開発が進められている。表示装置としては,表 示容量,精 細度,

価格等の点で優れているCRTが 大半を占めているが,プ ラズマディスプレ

イパネル,発 光ダイナー ド,液 晶等を利用した平板形ディスプレイの研究開

発 も積極的に進められている。

文字認識装置では,印 刷及び手書きの英数字,カ ナ文字を読み取 る光学式

文字読取装置が既に実用化されてお り,さ らに,高 性能化,低 価格化が進め
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られている。また,印 刷漢字や手書き漢字の読取装置についても実用化に向

けて研究が進められている。

図形入出力方式 としては,カ ラー図形の出力が可能なカラーグラフィヅク

デ ィスプレイや直線,円 等のような線図形の入力が可能な図形入力装置等が

実用化され,ビ ジネスグラフィックスやCAD/CAMの 分野で利用されはじ

めている。また,利 用の大衆化を図るために利用者にとって簡便な音声によ

る入出力の実用化が進みつつある。

第7節 画像通信 システ ム

1フ ァ ク シ ミ リ通 信

ファクシ ミリは,記 録通信 として任意 の文字や 図形 を,簡 単 な操 作でその

まま伝送 で きる ことか ら,漢 字 を使用す る我 が国の国民生活 に適 した ニーズ

の高 い通信手段 として,早 くか ら実用 に供 され ているメデ ィアである。

我 が国のフ ァクシ ミリ通信は,47年 以 降電話網利用 に よる ファクシ ミリを

中心 に急速 に普及 し,最 近 では専用 回線や電話網 の利用 だけでな く,フ ァク

シ ミリ通信網サ ー ビスや公衆 ファ クスサ ー ビス(一 般利用者 が電報 電話 局の

窓 口等 に設置 された ファ クシ ミリ装置を 利用 して通信す る。)が 提供 され る

な ど,サ ー ビスも多彩に なって きてい る。

特 に,フ ァクシ ミリ通信網サ ー ビスは,フ ァ クシ ミリ通信 のため の専用通

信網サ ー ビスであ り,効 率的に フ ァクシ ミリ信号を送 ることが で きるため,

従 来 の電話網に比べ,中 長距離 の通信料が安 くな ってい る。

57年9月 には,「 フ ァクシ ミリ通信網 サー ビス の 利用契約 に係 る技術 的条

件」が制 定 され,こ の条件 を満たす 利用者設置の ファクシ ミリ端末 もフ ァク

シ ミリ通信網を利用で きることとな り,そ の利用が増加 してい る。

さらに59年7月 か ら従来 のA5判 サ ービスのほか,A4判 サ ー ビスが開始
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された。 これに合わせてサ ービス機能 の面で も従 来の同報通信機能 のほか,

親 展通信,フ ァクシ ミリボ ックス等の機 能が加わ り,新 たに ファクシ ミリ端末

装置 とコン ピュータ等 間の相互通信 も可能 とな った(第2-7-9図 参 照)。

なお,56年9月 か ら提供 され てい る ミニファクスは,機 能 の簡易化等に よ

り低価格化 ・小型化,操 作性 の向上が図 られてお り,フ ァクシ ミリ通信網 と

電話網の双方に接続 して通信 で きる ものであ る。

従来は,A5判 用 のみであったが,59年4月 か らA4判 用 のファクシ ミリ

装置(ミ ニファクスH)の 利用 も開始 されている。

團

第2-7-9図 ファクシミリ通信綱の概要
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また,国 際間の ファ クシ ミリ通信には,専 用回線,デ ーテル,電 話網 ・ フ

ァクシ ミリ電報及びVENUS-Pが 利 用 されてい る。

フ ァクシ ミリ通信方式 の標準 化については,CCITTに お い て電話網 利用

に よるフ ァクシ ミリ装置のG1機,G2機 及 びG3機 に関す る標準 化の勧告

を採択 してい る。我が国においては,郵 政省 が54年10月 にG2機,56年12月

にG3機 の推奨通信方式を告示 し,標 準化を 図ってい る。現在,デ ィジタル

網を利用す るG4機 及び フ ァクシ ミリ機能 とテ レテ ックス機能を合わせ持 っ

た ミクス トモー ドの標準化 につ いて も,CCITTの 動 向を踏 まえつつ検討を進

めてい る。

2ビ デオテ ックス通信

ビデオテックス通信 システムは,電 話回線を利用して文字図形等による豊

富な情報を提供するシステムであ り,郵 政省と電電公社が関係各方面の協力

を得て準備を進め,54年12月 よリキャプテンシステムの名称で東京23区 内の

約2千 端末のモニタを対象 とし,実 験サービスが行われてきた。この実験サ

ービスでの成果を踏まえ,ハ イブリッド伝送方式の採用,簡 易動画,メ ロデ

ィ機能の追加等格段に優れた表示機能を持った実用 システムの検討が進めら

れ,59年11月 よりビデオテックス通信サービスとして サービスが開始され

た。

なお,公 衆電話網を利用 した会話形画嫁情報方式の国際標準化 につ い て

は,CCITTに おいて1978年 から 「ビデオテックス」 と称 して審議が行われ

ており,日 本のキャプテン方式は,北 米のNAPLPS方 式,西 欧のCEPT

方式 と同様に国際標準の一つ として,認 められた。

さらに,国 際電電では,ビ デオテックスの国際間利用に備えて,新 しいキ

ャプテン方式端末か ら国際公衆パケッ ト交換網を経由して英国のプレステル

及びカナダのテ リドンのデータペースセソタにアクセスできるビデオテック

ス通信処理実験 システムの開発が行われ,58年12月 より国際間接続試験が行

われている(総 論第2章 第2節 参照)。
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3テ レテ ックス通信

日本語テレテックスは,漢 字等により表記された文書の伝送を効率的に行

い,か つ文書作成 ・編集機能を持つ優れた通信手段であり,日 本語 ワー ドプ

ロセッサに通信機能を付加 した ものに相当す る。 日本語テレテックスは,従

来からのメディアであるテレックスに比べ,情 報の伝送速度が速いこと(A

4判 数秒),使 用できる文字数が多いこと(約7千 字),伝 送する文書がペー

ジ単位であ り文書体裁が優れていることなどの特徴を有するため,オ フィス

における新 しい文書通信方式 として注 目されている。

日本語テ レテ ックスの標準通信方式については,58年11月 郵政省が日本語

テレテックス装置推奨通信方式 として告示している。 この推奨通信方式は,

CCITTが1980年 に定めた欧文のテ レテ ックス勧告を基に和文及び欧文につ

いて,異 なるメーカの装置間で も相互に通信し得るよう標準プロトコルを電

気通信審議会の技術部会の審議を経て取 りまとめたものである。

郵政省では,こ の推奨通信方式に準拠する目本語テレテックスの普及 ・発

展を図るため,59年5月 か ら6月 にかけて電電公社,国 際電電,通 信機械工

業会等関係機関の協力 を 得 て,目 本語テレテックス装置相互接続調査を実

施し,各 社の端末間の通信が可能なことを確認した。

4映 像 通 信

(1)画 像応答システム(VRS)

画像応答システム(VRS)は,プ ッシュホン又はキーボー ドから画像セソ

タを呼び出し,広 帯域ケーブルを介してセンタに蓄積されている各種情報を

音声付カラー静止画又は動画でテ レビジョン受像機に映し出す画像情報シス

テムである。48年 か ら電電公社 で 開発が進められてお り,都 内の展示セン

タ,営 業所等を対象に実験サービスが実施されている。

(2)テ レビ電話

テ レビ電話は,電 気通信の未来像の一つとして期待され,以 前から世界各
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国が開発 に力を入れ てきた。我 が国で も45年 以降 モニタテス ト等 を実施 して

きたが,従 来 のアナ ログ技術 に基づいた方式 では,テ レビ電話 の効用 に比べ

サ ー ビス実現 に要す るコス トが高 く,現 在 のところ普及 の傾 向にない。 しか

し,現 段階で の普及は難 しい として もテ レビ電話が電気通信 の未来像 である

ことに変わ りな く,各 種機 能の充 実,経 済化等 システ ム全般 にわた る技術 開

発,検 討 が継 続 して進め られてい る。

(3)テ レ ビ会議

テ レビ会議 は,遠 隔地 で臨場 感を もって会 議が行え るもので あ り,交 通 の

代替,省 エ ネルギ ーに 貢献す る もの として,そ の実用 性は 高い と考え られ

る。 我が国では,電 電公社 に より51年5月 か ら57年1月 まで行われたモ ニタ

テス トにおけ る利用者 の意 向等 を取 り入れ,利 用者宅 内の会議 室等に容易に

設置 で き,か つ,伝 送路を多端末 で共用す るな ど,シ ステ ム全体 として経済

化 を図った新 しい テ レビ会議方式の開発が進め られ,59年3月 か ら東京,名

古屋,大 阪,神 戸地域 においてサ ー ビスが開始 された。

国際電電においては,59年3月 に ビデオ コンファレンス モデ ル システム

(オ ーデ ィオ グラフ ィック コンフ ァレンス機能 を含む 。)が 開発 され,現 在

同 システ ムの評価 テス トが行われてい る。 また,郵 政省,電 電公社 の後援に

よ り,59年4月 に,目 本(東 京),米 国(フ ィラデルフ ィア),カ ナ ダ(ト ロ

ン ト),英 国(ロ ン ドン)及 び オース トラ リア(シ ドニー)の5か 国を結ん

だ ビデオ コンファ レンスに よる国際 テ レコンファ レンスシンポジウムが開催

され,国 際間 ビデオ コンフ ァレンスの実用性 を確 認 してい る。

(4)テ レライテ ィンゲ

テ レライテ ィン グは,電 話 回線 を用 い,通 話 しなが ら同時に手書 きの任意

の文字 一図形 を伝送す る新 しい通信 サー ビスである(第2-7-10図 参 照) 。

テ レライテ ィン グ装置は,フ ァクシ ミリ,テ レテ ックスに比 べ ,そ の操作

が容易で あること,装 置 の構成 が簡易 であ り低価格化 が期待 で きる こと,伝

送路 として加入電話回線が考え られ るこ とか ら事業所 のみ ならず家庭 で も広

く利用 され るものと期待 され る。
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第2-7-10図 テ レライティングの概念図
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我が国では,行 政用オーディオグラフ ィー(郵 政省),ス ケッチホン(電 電

公社),レ ターホン(国 際電電)等 が発表 されてお り,当 面専用線への適用が

検討されている。

海外ではテレボー ドシステム(フ ランス),ス クリボホソ(オ ランダ)等 が

発表されている。

テレライティングの標準化は,CCITTに おいて今会期(1981-1984年)か

ら検討が進められており,我 が国ではCCITTの 動向を踏まえつつ標準化の

検討を進めてい くこととしている。

(5)高 能率伝送技術

映豫信号の高能率伝送技術については電電公社において,4MHz帯 域の

カラーテレピジ ョン信号をディジタル信号に変換 して高能率に伝送する6.3

Mb/sフ レーム間符号化装置(VC-6M)及 び32Mb/sフ レーム内符号化

装置(VC-32M)が 実用化され,既 にVC-6Mは テ レビ会議 システム

に,ま た,VC-32Mは 一般の映像伝送サービスの市外区間に適用されてい

る。現在,さ らにこれら装置のLSI化 による経済化,品 質の向上を 目指し

た検討が行われているが,他 方,一 層の高能率帯域圧縮を行 う1.5Mち/sフ

レーム間符号化装置についても開発が進められている。

国際電電においては,イ ンテルサ ット衛星の中継器(帯 域幅36MHz)を
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介 して,最 大4回 線 のテ レビ番組 の伝送 を可能 とす る15Mbps/30Mbpsユ ニ

バーサル符号化装置 が開発 された。本装置は ,CCIR勧 告 に従 った ものであ

り,す べ てのテ レビ信号方式(NTSC,PAL,SECAM)に 適 応 可能 であ る。

58年9月 には,第6回 デ ィジタル衛星通信 国際会議 の会場 において本装置を

用い て,国 際(米 国フ ェニ ックス と英 国 ロン ドン間)の テ レコンファ レンス

デモ ンス トレーシ ョンが行われた。

第8節 そ の他 の技術及 び システ ム

1電 話 サー ビスの多様化技術

社会経済の進展に伴い,電 話サービスに対する要望 もますます高度化 ・多

様化 してきている。このため,電 電公社では,電 話の効用が一段 と高まるも

の,公 共性があり,社 会福祉に役立つものな どを中心に,新 しい電話サービ

スの実用化が進められている。着信者の利便向上を図るサービスとして,自

動着信転送サービス,二 重番号サービス,ク レジット通話サービスが既に提

供 されているほか,電 話機回路のLSI化 により,小 型で高機能な電子化電

話機が実用化された。

また事業所電話サービスの向上 として,既 に実用化されているEK50形,

EK20形 ボタン電話装置等の付加用装置 として,専 用線接続を可能 とした専

用線アダプタ,通 話状況を監視,記 録する通話料金 管理装置が 実用化され

た。

公衆電話は,磁 気カー ド専用公衆電話機が実用化され,ま た,公 衆電話機

からの国際自動即時通話を可能 とした国際自即公衆電話機が実用化 された。

福祉社会に寄与するもの として,従 来から提供 しているシルバーホン(あ

んしん)の 改良形等が実用化された。

また,従 来の音声による通信機能に加えて,手 書き文字情報や図形情報等

マルチメディアによる情報伝達が可能な複合宅内機器 も実用化されている。
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2オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ン ・ ネ ッ ト ワ ー ク

(1)オ7イ ス ・オー トメーシ ョン ・ネ ッ トワーク(OAネ ッ トワー ク)の

技術動向

企 業等 においては,事 務作業の効率化を図るため,フ ァクシ ミリ,ワ ー ド

プロセ ッサ,パ ー ソナル ・コン ピュータ等 が導入 され,OA化 が 積極 的に推

進 されてお り,最 近 では,こ れ らOA機 器 を ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワー

ク(LAN)等 で 結んだ システ ムを実現 しよ うとす る動 きが活発であ る。

OAの システム化に当た って,必 要不可欠なネ ッ トワー クの発展段階を考

える と,単 体 として導入 されたOA機 器(第 一段階)が 閉 じた構 内 ・ピル 内

でネ ヅ トワーク化 され(第 二段階),そ の後,距 離的に離れた構 内 ・ビル間

が結ばれ(第 三段階),OAシ ス テム が 完成す るもの と想定 され る。我が国

のOA化 の現状 は,第 一段階か ら第二段階 に進み始めた ところ といえる。

現在,特 に,各 方面 で注 目を浴びて きている構 内 ・ピル 内のネ ッ トワー ク

の形態 としては,一 般 に,第2-7-11図 に示す ように,ス ター,ル ープ,

リン グ,パ スの4種 類 に分け られ る。

ネ ッ トワー クの構成に当たっては,PBX(構 内交換機)とLANが 重 要

な構 成要素 となってい る。PBXに つ いては,そ の標準化 が公衆電気通信網

と接続す る上 で重要であ り,通 話品質確保のための伝送特性 に関す る規格規

定並びに,通 信網 のサ ー ビス総 合デ ィジ タル網(ISDN)化 に伴 うPBXと

通 信網間の信 号方式 の高度化が課題 となってい る。

また,LANに つ いては,情 報流通の広域化に伴い,公 衆電気通信網 との

接続が重要にな り,技 術基準の制定等が課題 となってい る。

(2)OAネ ッ トワークに関す る取組み

郵政省では,今 後OAが 発 展 してい く上で必要不可欠 となるOAの ネ ッ ト

ワーク化に関 し,LAN及 び デ ィジタルPBX等 の開発 ・実用化動 向を踏 ま

え,電 気通信行政の的確な展開を図るため 「OAネ ゥ トワー クに関す る調査

研究」 を57年 度か ら2か 年計画 で行 ってきた。
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第2-7-11図

接 続装 置等

ノ ー ド

ネ ットワークの形態

制御装置

制御装置

①スター ②ループ

③ リング ④バス

両年度 にわた る調査研究 の成果につい ては,今 後 のOAネ ッ トワークの発

展 ・普及 に資す るため,LANと 公 衆電気通信設備 との接続等 に関す る技術

条件 ・標準方式 の設定,必 要 な制度面 の見直 し等 の施策に反映 させてい る。

(3)パ ー ソナル ・コ ンピュー タ通 信

パ ーソナル ・コンピュータは,こ れ までその多 くが単体 として使用 されて

きたが,最 近 では電気通信網 を介 して大 型 コン ビ凸一タに接続 した り,パ ー

ソナル ・コンピュータ相互 で情報交換 を行 った り,ビ デオ テ ックスのよ うな

端末に用 いた りす るような通信 端末 として利用 しよ うとす る動 きがあ る(第

2-7-12図 参 照)。

そ こで,郵 政省は,パ ーソナル ・コンピ ュータ通信 の健全な発展 ・普及 を

図 るため,異 なるパ ーソナル ・コンピュータ間の標準通信方式等 の検討 を進

めてお り,推 奨通信方式 として告示 され る予定で ある。
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第2-7-12図 パーソナル ・コンピュータ通信の概要

〔1〕エン ド・ッー 一エ ンドの通信

!/日 本語テレテックス
!1

ネッ トワーク

電話網等

口 皿 口 唾

パ ソコン パ ソコン

在宅勤務(ソ フ ト開発,ワ ープ ロ入力等)

プ ログラム転送

ホームコン トロール

ゲーム通信等

〔2〕セ ン タ ・ツ ー ・エ ン ドの 通 信

セ ンタ

ネ ッ トワー ク

口 皿 口 田

パ ソコン

ファーム ・バ ンキング

ホーム ・バ ンキング

リモー ト塾

告示板サービス等

パ ソコン
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(4)電 子 メール

電子 メールは,ワ ー ドプロセ ッサ(テ レテ ックス),パ ーソナル ●コンピュ

ータ,フ ァクシ ミリ等で扱 う情 報(文 書,デ ータ,画 像等)を 通信 回線 コ

ンピュータ等を用 いて 自由に伝 達 一配布す るシステ ムであ る。

電子 メールは,郵 便 で送 る文 書等を電子的な手段で代替す るもの と考 えら

れ るが,そ れ に加 えて,同 報通信,日 時 指定,メ デ ィァ変換等高 度なサー ビ

スの提供 も可能である。

今後のオ フィス ・オ ー トメーシ ョソの中核 と して,電 子 メールは,ビ ジネ

ス活 動全 般において大 きな役 割を果 たす もの と期 待 されてお り,そ の標準化

にっいては,CCITTでMHS(メ ッセージ通信 システ ム)の 名称で検討が

進め られている。

3通 信網の信頼性向上技術

情報化の進展に伴い,電 気通信網の役割は,社 会活動及び国民生活の中枢

神経 として極めて重要なものとなってきている。 このため電気通信網は,よ

り高い信頼性が要求され,こ れに対処するため種 々の技術的検討及び施策が

進められている。

特定加入者への着信ふくそうや,災 害時等における特定地域への電話の異

常ふ くそうに対 し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過する トラヒッ

クを制御する トラピック制御方式が実用化され,地 域を拡大中である。

伝送路については,市 外電話 トラピックの増大に伴い,大 束化 した伝送路

の信頼性を向上するため,伝 送路障害時に,り 障回線を他ルー トへ自動的に

切 り替えて復旧させる伝送路の多ルー ト化が進められてお り,さ らに,CS

-2が 災害時における通信回線の確保等にも利用されている
。

国際通信についても,地 域災害,ビ ル単位の災害等による通信の途絶を回

避するため,通 信施設の分散設置,伝 送路の多ルー ト化等の施策が進められ

ている。

国際電話及び国際テレックスについては,東 日本及び西日本地域にそれぞ
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れ国際中継交換局が分散設置されているほか,国 際伝送路については,可 能

な限 り海底ケーブルと衛星とによる2ル ー ト化を図 り相互バ ックアップする

こととしている。

このほか,国 際電話及び国際テレックスの トラヒックの効率的な疎通を図

るとともに,通 信網の異常時における迅速な網措置等を強化するため,伝 送

路を含め複数交換局を一元的に管理する通信網管理設備の導入が進められて

いる。

4通 信用電源技術

電気通信 ネットワークのディジタル化の進展に対応 して,よ り高品質で信

頼性の高い電力が必要 とされるとともに,省 資源 ・省エネルギーの見地から

通信用電源システムの変換効率の向上,小 型 ・軽量化 も強 く要望 され て い

る。これらの要求を満たすため,直 流供給方式については,ブ ースタコンバ

ータを用いることにより電源品質,増 設性の改善を図るとともに,配 線方式

について検討を加え,今 後のディジタル化の進展に対応可能な新しい48V直

流供給方式の実用化が行われた。

また,デ ィジタル交換機用コンバータについては,変 換周波数の高周波化

(200kHz),制 御回路のIC化 等の技術を適用 したパ ッケージ形コンバータ

の本格導入が進められた。

高品質の無停電電源を供給する交流供給方式については,省 エネルギーの

観点か ら,小 容量領域の瞬断許容形インバータの待期方式としてコール ド・

塊 タンバイ化が図られた。また,イ ンバータの経済化,効 率向上,小 型化を

図るため,申 小容量インバータにおいて サイリスタ に代わ り大容量 トラン

ジスタが主素子として全面的に採用された。さらに,大 容量インバータへの

GTOサ イリスタや大容量 トランジスタ等の新素子の適用について検討が進

められた。

また,商 用電源の得難い地域において;経 済的で安定な通信用電源を得る

ため,既 に開発されている太陽電池式電源装置に加えて,風 力エネルギーを
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利用したダリウス形風力発電装置の導入が図 られ,現 在商用試験中である。

その他,災 害時における通信用電源確保対策として,小 型でヘ リコプタに

よる輸送が可能な可搬形ガスタービン発電装置の導入が行われた。

さらに,複 雑化 ・高度化する重要な通信用電源 システムを良好に維持する

ため,そ の保守作業を効率的に支援する新 しい技術 も求められている。これ

にこたえるため,無 人局舎の電力システムを遠隔で監視す るための電力遠隔

集中監視システムの導入が行われた。また,デ ィーゼル機関発電装置の定期

試験作業の省力化及び信頼性の向上を目的 として,自 動試験運転機能や自己

診断機能を付与 した新 しいディーゼル機関発電装置の導入が図られた。

5通 信用土木技術

通信用 ケーブル等を収容 し保護す るための通信土木施設には,管 路,マ ン

ホール,ハ ソドホール,と う道等がある。これらに関しては,通 信事業の進

展に伴 う量的拡大に加えて,光 ファイバケーブル等の新 しい技術の導入に伴

って,今 後とも社会環境との調和,信 頼性の向上,経 済性の向上等を図る必

要があ り,そ れらに対応した通信土木技術の開発が行われている。

電電公社では,社 会環境との調和を図るため,路 面を開削せずに管路(口

径30～60c皿)の 建設が可能な管推進工法(Dシ リーズ),自 動制御,計 測制

御を駆使し,早 強性 レジンモルタルを用いた自動 ライニング(ト ンネル壁築

造)方 式による小断面シール ド工法(D1,200-M2)工 法等の開発が 進め

られている。

また,多 条数のケーブルを収容でき,信 頼性の高いシール ドトンネルの施

行技術についても,崩 壊性地盤にも適用可能な圧力平衡式シール ド工法が開

発されるとともに,大 都市 とう道内における災害防止や,作 業の円滑化等を

目的として,災 害の早期感知,設 備管理,入 出管理等が可能なとう道管理シ

ステムの導入が進められている。

一方,通 信土木設備の信頼性の向上のため,管 路とマンホールとの接続部

における耐震性の向上を図ったダク トス リーブ及び不等沈下にも対応可能な
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離脱防止継手の開発が行われた。

これ らの継手類は,液 状化が生じる地盤についても有効であることが確認

されている。

さらに,離 島間ケーブルや大容量国際海底ケーブルでは,ケ ーブル障害が

通信サービスに重大な影響を与えるため,電 電公社及び国際電電 に お い て

は,効 率的な海底ケーブルの敷設 ・修理技術の開発が行われている。

敷設技術に関しては,航 行制御,ケ ーブル敷設 ・工事記録等をコンピュー

タで制御する敷設 自動化システム及び水深200mに おいて埋設可能なケーブ

ル敷設機が実用化 されている。また,従 来の海底ケーブルの埋設深度(約70

cm)を 超えるような漁具の使用が増加 してきたので,埋 設深度を増大できる

(底質に応じ110～180cm)新 型埋設機の開発が行われている。

修理技術に関しては,ケ ーブルの所在個所を効率的に探索可能な自走式ケ

ーブル探索装置の開発が行われた。 また,埋 設されたケーブルの再埋設作業

を行 うことのできる自走式再埋設システムの開発カミ進められている。

6電 波予報 ・警報

電波研究所は,平 磯支所において,太 陽電波,地 磁気等の常時観測,国 内

5電 波観測所(稚 内,秋 田,東 京,山 川,沖 縄)及 び南極昭和基地において

15分毎の電離層観測を行い,こ れらの資料に基づく電波予報 ・警報的中率向

上のための研究及び週間予報 ・月間電波予報 ・電離層月報の公表を行った。

さらに,電 離層情報を一般利用者に即時通報するため,斜 入射電離層観測シ

ステムを開発 した。

7周 波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間及び周波数の標準は,物 理基本量の一つであることと,他 の標準に比

し高精度化が実現されていることから,科 学,産 業,通 信,交 通,測 地等多

くの分野での利用 も高度化 しつつある。電波研究所では,国 家標準である原
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子周波数標準及び日本標準時(協 定世界時)の 高精度化と,標 準電波その他

による高精度な標準の供給法,国 際時刻比較法,時 間及び周波数の精密計測

法等の開発が引き続き行われている。

58年度では,実 用標準は国際原子時に対 し周波数で10-13,時 刻で10μs以

内の確度で年間を通して維持された。一次セシウム標準器は,空 胴共振器を

改良 して確度を向上させ,水 素メーザについては連続運転を実施し,長 期安

定度等の調査を行った。また,新 方式一次標準器開発のために,半 導体 レー

ザによるセシウムビームの光励起と,RFト ラップによるイオンス トレージ

実験を進展させた。

時刻比較については,GPS及 び気象衛星による国際比較を行 うため,衛

星受信比較 システムの開発を行い,受 信可能な段階に入った。 また,CSに

よる高精度国内比較 システムは,ス ペクトラム拡散方式の小型比較装置の開

発を行い,1nsの 比較精度が得られる見通 しである。この他に,VLBI技 術

による日米間時刻比較実験が計画され,59年 度から実施される予定となって

いる。

8型 式検定 ・較正 ・性能試 験

無線機器の型式検定は,無 線設備の機器の性能に対して,定 められた技術

的条件を満足するか否かを試験によって確認し証明するとともに,製 造技術

の向上を図 り能率的な電波管理の遂行に寄与するものである。

58年度における型式検定処理件数は,届 出件数5件 を含めて247件 に達し,

合格率はおよそ85%で あった。同年度の主な事項は,海 上人命安全条約の改

正に伴い,船 舶に設置する無線航行のためのレーダーに関する無線機器型式

検定規則等の一部改正が行われ,新 たに自動 レーダプロッティング機能装置

が検定対象に加えられたため,こ れに対応 した検定試験法を開発 し,そ の試

験を開始した。

較正処理件数は67件 であった。無線局検査用測定をはじめ,型 式検定用,

その他の無線測定器の較正は,電 波管理上欠 くことのできない業務で,較 正
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範囲の拡大 と精度の向上はます ます必要 となっている。このほか,国 際無線

障害特別委員会(CISPR)規 格による雑音電界強度測定器2件 及びラジオ ・

ブイの機器1件 の性能試験を実施した。


